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特　集

国 土 交 通 省国 土 交 通 省
建設関係予算・施策の概要建設関係予算・施策の概要建設関係予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

 　

国
土
交
通
省
関
係
の
平
成　

年
度
予

１９

算
案
の
一
般
会
計
分
は
、
総
額
６
兆
６

２
５
億
円
で
、
対
前
年
度
比
１
、
９
１

９
億
円
、
約
３
％
減
と
な
っ
て
い
る
。

う
ち
、
一
般
公
共
事
業
費
は
、
５
兆
３
、

８
９
３
億
円
で
、
同
１
、
７
１
０
億
円
、

約
３
％
減
、
災
害
復
旧
等
は
、
５
３
４

億
円
、
行
政
経
費
は
５
、
５
９
３
億
円

等
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
国
土
交
通
省
関
係
財
政
投
融

資
計
画
は
３
兆
９
、
８
０
８
億
円
で
、

同
３
、
２
３
２
億
円
、
９
％
増
と
な
っ

て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
財
投
機
関
債
が
４
兆
６
、

９
９
５
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

同
省
の
予
算
は
、
地
域
の
活
性
化
、

国
民
の
安
全
・
安
心
の
確
保
、
快
適
で

豊
か
な
国
民
生
活
の
実
現
と
い
っ
た
当

面
す
る
重
点
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の

事
業
・
施
策
を
重
点
的
に
推
進
す
る
と

と
も
に
、
各
事
業
・
施
策
分
野
に
お
い

て
も
、
そ
の
目
的
・
成
果
に
踏
み
込
ん

で
き
め
細
か
く
重
点
化
し
、
限
ら
れ
た

予
算
で
最
大
限
の
効
果
の
発
現
を
図
る

予
算
と
な
っ
て
い
る
。

　

事
業
別
で
み
た
概
要
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

〔
道
路
関
係
〕

　

平
成　

年
度
の
道
路
関
係
予
算
は
、

１９

国
土
交
通
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

���

���

対
前
年
度
比
３
％
減
の
２
兆
８
９
２
９

億
円
（
一
般
会
計
繰
入
２
兆
８
１
３
億

円
、
揮
発
油
税
直
入
額
７
、
０
９
９
億

円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ－

Ａ
型
よ
り
２
０
２
億

円
、
貸
付
金
償
還
金
等
８
１
４
億
円
）

が
計
上
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
一
般
道
路
事
業
２
兆
７
、

７
６
７
億
円
（
同
２
％
減
）、
有
料
道
路

事
業
１
、
１
６
２
億
円
（
同　

％
減
）

１７

で
、
財
政
投
融
資
等
は
、
６
兆
３
、
４

７
９
億
円
と
な
っ
て
い
る
。　

　

厳
し
い
経
済
情
勢
の
中
、
道
路
の
果

た
す
役
割
を
最
大
限
発
揮
す
る
よ
う
、

①
集
中
的
に
ス
ピ
ー
ド
感
を
も
っ
た
道

路
行
政
へ
の
転
換
、
②
沿
道
地
域
と
の

一
体
整
備
な
ど
他
事
業
と
の
積
極
的
な

連
携
、
③
住
民
や
地
域
の
方
々
と
の
協

働
の
３
つ
の
観
点
を
基
本
に
、
道
路
行

政
の
原
点
に
立
ち
戻
っ
た
改
革
を
推
進

す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
①
高
規
格
幹
線

道
路
、
地
域
高
規
格
道
路
等
の
規
格
の

高
い
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
の
推
進
、

②
歩
行
空
間
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
や
無

電
柱
化－

等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
下
水
道
・
公
園
関
係
〕

　

下
水
道
事
業
は
、
対
前
年
度
比
５
％

減
の
６
、５
１
６
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
①
合
流
式
下
水

道
緊
急
改
善
事
業
の
拡
充
、
②
下
水
道

施
設
を
活
用
し
た
地
域
バ
イ
オ
マ
ス
の

利
活
用
の
推
進
、
③
下
水
道
に
よ
る
積

　

視
覚
は
「
目
で
見
る
」
こ
と
で
「
聴
覚
」

は
「
耳
で
聞
く
」
こ
と
。
だ
か
ら
と
く
に

説
明
は
い
ら
な
い
と
思
う
が
、
目
と
耳
の

ど
ち
ら
を
大
切
に
思
う
か
と
問
わ
れ
れ

ば
、
目
、
つ
ま
り
視
覚
に
軍
配
を
上
げ
る

人
が
圧
倒
的
に
多
い
。
若
い
学
生
を
対
象

に
、
あ
る
大
学
教
授
が
調
査
し
た
と
こ

ろ
、
八
割
が
目
、
二
割
が
耳
の
割
合
だ
っ

た
と
い
う
。

　

そ
れ
は
現
代
が
視
覚
を
重
ん
じ
る
時
代

だ
か
ら
で
、
中
世
で
は
逆
に
聴
覚
を
尊
重

し
て
い
た
か
ら
、
当
時
の
人
た
ち
な
ら
、

逆
の
数
字
に
な
っ
て
い
た
か
も
し
れ
な

い
。
十
六
世
紀
の
宗
教
学
者
、
マ
ル
チ

ン
・
ル
タ
ー
は
「
神
と
は
聞
く
も
の
」
と

説
教
集
に
記
し
て
い
る
し
、
日
本
で
も
親

鸞
上
人
は「
仏
教
に
ふ
れ
る
究
極
は
説
法
」

と
い
っ
て
、
聞
く
こ
と
の
重
要
性
を
解
い

て
い
る
。
耳
で
聞
き
、
心
で
感
ず
る
こ
と

に
重
点
を
置
い
た
中
世
か
ら
、
望
遠
鏡
や

顕
微
鏡
が
発
明
さ
れ
る
近
代
に
入
る
と
、

目
に
見
え
な
い
も
の
は
存
在
し
な
い
と
い

う
無
神
論
の
時
代
へ
と
移
る
よ
う
に
な
っ

た
の
だ
ろ
う
。
神
や
仏
ば
か
り
で
な
く
、

昔
の
人
は
色
を
聞
く
こ
と
も
で
き
た
。
芭

蕉
の
「
湖
（
う
み
）
く
れ
て
鴫
（
し
ぎ
）

の
声
ほ
の
か
に
白
し
」
と
い
う
句
も
、
詩

的
表
現
を
超
え
た
リ
ア
リ
テ
ィ
ー
が
あ
る

し
、
感
受
性
の
豊
か
さ
と
い
う
点
か
ら
い

え
ば
、
視
覚
よ
り
聴
覚
の
ほ
う
が
重
要
と

も
い
え
そ
う
だ
。

　

現
代
で
も
ま
だ
二
割
い
る
耳
の
方
を
大

切
に
す
る
学
生
た
ち
の
感
受
性
に
期
待
し

よ
う
。 視

覚
と
聴
覚



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ３２

政 策

雪
対
策
の
推
進－

等
を
行
う
こ
と
と
し

て
い
る
。

　

都
市
公
園
事
業
は
１
、
１
０
３
億
円

（
同
５
％
減
）が
計
上
さ
れ
た
。
主
な
事

業
と
し
て
、
①
防
災
公
園
街
区
整
備
事

業
の
事
業
地
区
要
件
の
改
正
、
②
緑
地

環
境
整
備
総
合
支
援
事
業
の
拡
充－

等

を
行
う
。

〔
河
川
関
係
〕

　

河
川
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧

分
等
も
含
め
て
対
前
年
度
比
３
・
０
％

減
の
９
、
７
３
８
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

　

内
訳
は
、
国
土
基
盤
河
川
が
同
３
％

減
の
４
、
８
３
９
億
円
、
地
域
河
川
が

同
６
％
減
の
１
、
８
９
７
億
円
、
砂
防

が
同
３
％
減
の
１
、
４
０
４
億
円
、
急

傾
斜
地
崩
壊
対
策
が
同
３
％
減
の
２
１

０
億
円
、
総
合
流
域
防
災
が
同
６
％
減

の
６
２
５
億
円
、
海
岸
が
同
３
％
減
の

２
４
２
億
円
、
災
害
復
旧
関
係
は
前
年

度
同
額
の
５
０
６
億
円－

等
と
な
っ
て

い
る
。

　

主
な
治
水
事
業
と
し
て
、
①
市
町
村

が
洪
水
氾
濫
が
想
定
さ
れ
る
地
域
の
輪

中
堤
や
二
線
堤
な
ど
の
洪
水
氾
濫
拡
大

防
止
施
設
の
整
備
を
行
え
る
よ
う
支
援

す
る
洪
水
氾
濫
域
減
災
対
策
事
業
の
創

設
、
②
地
域
防
災
力
を
維
持
す
る
た

め
、
保
全
対
象
が
市
町
村
役
場
、
警
察

署
、
消
防
署
等
、
地
域
の
防
災
拠
点
の

み
で
あ
っ
て
も
事
業
採
択
で
き
る
よ

う
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業
費
補
助

の
採
択
基
準
の
拡
充－

等
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
主
な
海
岸
事
業
と
し
て
、
地

震
発
生
後
の
堤
防
・
護
岸
の
防
護
機
能

低
下
に
よ
る
浸
水
被
害
か
ら
人
命
や
資

産
の
防
護
を
図
る
た
め
、
海
岸
管
理
者

が
地
域
の
実
状
に
応
じ
て
緊
急
的
に
耐

震
対
策
を
実
施
す
る
「
海
岸
耐
震
対
策

緊
急
事
業
」
の
創
設－

等
を
行
う
こ
と

と
し
て
い
る
。

〔
住
宅
関
係
〕

　

住
宅
関
係
で
は
、
対
前
年
度
比
３
・

０
％
減
の
１
兆
１
４
２
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

　

財
政
投
融
資
等
に
つ
い
て
は
、
同
３

％
減
の
４
兆
６
、
８
１
９
億
円
と
な
っ

て
い
る
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
①
公
営
住
宅
を

補
完
す
る
公
的
賃
貸
住
宅
制
度
（
特
定

優
良
賃
貸
住
宅
・
高
齢
者
向
け
優
良
賃

貸
住
宅
）
を
再
編
し
、
子
育
て
世
帯
等

各
地
域
に
お
け
る
居
住
の
安
定
に
特
に

配
慮
が
必
要
な
世
帯
に
施
策
対
象
を
重

点
化
し
、
整
備
費
助
成
及
び
家
賃
低
廉

化
助
成
を
通
じ
て
良
質
な
賃
貸
住
宅
の

供
給
を
促
進
す
る
地
域
優
良
賃
貸
住
宅

制
度
の
創
設
、
②
密
集
市
街
地
に
お
け

る
住
宅
市
街
地
整
備
事
業
と
防
災
街
区

整
備
事
業
の
一
体
施
行
に
よ
る
道
路
等

の
基
盤
整
備
と
沿
道
建
築
物
の
建
替
え

の
推
進－

等
を
行
う
と
し
て
い
る
。
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平成19年度国土交通省関係予算総括表（国費）

備考
対前年度倍率

（B/A）

平成19年度

概算決定額

（B）

平成18年度

予算額

（A）

事項

1．本表は、沖縄振興開発事業費の国土
交通省関係分を含む。

2．概算決定額には、
�道路関係社会資本として治山治水
28,265百万円を含む。

�経済成長戦略推進施策として
113,125百万円を含む。（公共事業
関係109,000百万円、行政経費等
4,125百万円）

3．本表のほかに、
�NTT－A型20,286百万円がある。
�内閣府一括計上の地域再生基盤強
化交付金141,833百万円がある。
（平成18年度137,700百万円　対前
年度倍率1.03倍）

4．計数は、整理の結果異動することが
ある。

0.96877,353913,078治 山 治 水

0.96827,527861,677治 水

0.9749,82651,401海 岸

0.961,519,2521,585,088道 路 整 備

0.97513,632528,166港 湾 空 港 鉄 道 等

0.97234,110242,084港 湾

0.97162,835167,011空 港

0.9540,81143,179都 市 ・ 幹 線 鉄 道

1.0070,60070,600新 幹 線

1.005,2765,292航 路 標 識

0.991,635,3061,653,094住 宅 都 市 環 境 整 備

0.96685,256717,545住 宅 対 策

1.02950,050935,549都 市 環 境 整 備

1.06333,707314,412市 街 地 整 備

0.99533,863536,806道 路 環 境 整 備

0.9882,48084,331都 市 水 環 境 整 備

0.95762,011806,176下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等

0.95651,662689,589下 水 道

0.95110,349116,587都 市 公 園

0.975,307,5545,485,602小 計

1.0981,78074,780調 整 費 等

0.975,389,3345,560,382一般公共事業計

1.0053,44953,449災 害 復 旧 等

0.975,442,7835,613,831公共事業関係計

0.9823,24623,667官 庁 営 繕

1.4426,68318,503船 舶 建 造 （ 海 上 保 安 庁 ）

1.0710,5059,787そ の 他 施 設

0.95559,342588,706行 政 経 費

0.976,062,5596,254,494合 計

（単位：百万円）
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平成19年度道路関係予算総括表

備考
対前年度
倍率
（B/A）

平成19年度
決定額
（B）

平成18年度
予算額
（A）

事項

1．道路整備には、河川等関連公共
施設整備促進事業28,265百万円
（前年度25,400百万円）を含む。
2．道路環境整備には、住宅市街地
総合整備促進事業52,430百万円
（前年度53,114百万円）、都市再
生推進事業3,000百万円を含む。

3．経済成長戦略推進として
・道路整備　　　　　72,856百万円
・道路環境整備　　　5,211百万円
　　　　計　　　　　79,067百万円
を含む。

0.972,081,3802,147,294一 般 会 計 繰 入

0.961,547,5171,610,488道 路 整 備

0.99533,863536,806道 路 環 境 整 備

0.96709,900739,300揮 発 油 税 直 入 額

0.972,791,2802,886,594小 計

0.5620,28636,154N T T - A 型

1.3581,42860,453貸 付 金 償 還 金 等

0.972,892,9942,983,201合　　　　　　　　計

（再　計）

0.982,776,7242,842,445一 般 道 路

0.83116,270140,756有 料 道 路

（単位：百万円）

平成19年度国土交通省関係財政投融資計画総括表
（単位：百万円）

備考
対前年度
　倍　率
（B/A）

平成19年度
概算決定額
（B）

平成18年度
予算額
（A）

区分

1．独立行政法人住宅金融支援機構の前年度は、住宅金融公庫
分である。

2．独立行政法人都市再生機構は、都市再生業務分である。
3．本表のほかに、以下の財投機関債がある。
・独立行政法人住宅金融支援機構

36,839億円　（34,100億円）
・独立行政法人都市再生機構　　　1,400億円　（　1,400億円）
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

5,300億円　（　5,300億円）
・東日本高速道路株式会社　　　　　250億円　（　250億円）
・首都高速道路株式会社　　　　　　100億円　（　100億円）
・中日本高速道路株式会社　　　　　500億円　（　250億円）
・西日本高速道路株式会社　　　　　250億円　（　250億円）
・阪神高速道路株式会社　　　　　　100億円　（　　50億円）
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

1,000億円　（　950億円）
・関西国際空港株式会社　　　　　1,106億円　（　　85億円）
・独立行政法人水資源機構　　　　　150億円　（　110億円）
　　　　　計　　　　　　　　　46,995億円　（42,845億円）

※（　）内は、前年度

4．計数は、整理の結果異動することがある。

1.0030,00030,000独立行政法人住宅金融支援機構

1.09808,100739,800独立行政法人都市再生機構

1.132,475,0002,185,000独 立 行 政 法 人
日本高速道路保有・債務返済機構

0.84112,400133,600東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.7120,40028,700首 都 高 速 道 路 株 式 会 社

0.81174,600216,000中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.8192,300113,400西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.7312,70017,400阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社

－－－本州四国連絡高速道路株式会社

1.2174,70061,600独立行政法人　 鉄道建設・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

2.3079,90034,800関 西 国 際 空 港 株 式 会 社

0.9877,10078,600空 港 整 備 特 別 会 計

1.4922,30015,000独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構

0.291,0003,400都市開発資金融通特別会計

1.00300300独立行政法人奄美群島振興開発基金

1.093,980,8003,657,600合 計
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平成19年度都市整備関係予算額 （単位：百万円）

備　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成１9年度
　予算額
（B）

平成１8年度
予算額
（A）

事　　　　　項

　（0.95）（653,192）　　

　0.95651,662689,589下 水 道 事 業

　0.95110,349116,587都 市 公 園 事 業

　1.00344,553343,457都 市 環 境 整 備 事 業

　1.01292,358290,190市 街 地 整 備

　1.02243,000238,000ま ち づ く り 交 付 金

　0.9549,35852,190そ の 他 市 街 地 整 備

　1.002,2002,200道 路 環 境 整 備

　0.9849,99551,067都 市 水 環 境 整 備

　0.9844,62645,697都 市 水 環 境 整 備

　1.005,3695,370緑 地 環 境 整 備

　－0205土地区画整理事業資金貸付金

　0.961,106,5641,149,838一 般 会 計　 計

　0.96457,348477,550街 路 事 業

　0.96336,839349,803街 路 事 業

　0.94100,320106,489土 地 区 画 整 理 事 業

　0.9519,04920,070市 街 地 再 開 発 事 業 等

　0.961,1401,188街 路 交 通 調 査

　1.03410400都 市 再 生 事 業 資 金 貸 付 金 等

　0.96457,758477,950道 路 特 会　 計

　0.961,564,3221,627,788
都 市 ・ 地 域 整 備 局
（ 一 般 公 共 事 業 費 ） 計

　1.00538538災 害 関 係

　0.925,4445,943行 政 経 費

（注）1．本表の他に、内閣府一括計上の地域再生基盤強化交付金（19年度：141,833百万円、前年度：137,700百万円、1.03倍）があ
り、下水道事業の予算額の上段（　）書きは19年度に交付金化した額（1,530百万円）を含んだ計数である。

　　　2．都市再生事業資金貸付金等には、連続立体交差事業資金貸付金（19年度予算額：200百万円）を含む。
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平成19年度特定地域振興対策関係予算額 （単位：百万円）

備　　　　　考
対前年度
　倍率
（B/A）

平成19年度
予算額
（B）

平成18年度
予算額
（A）

事　　　　　項

　0.9287,80895,779離 島 振 興

　0.9287,56595,532公 共 事 業

　0.99243247行 政 経 費

　0.9631,42932,649奄 美 振 興

　0.9630,96632,183公 共 事 業

　0.99463466行 政 経 費

　0.971,5691,616小 笠 原 振 興

　1.00176175豪 雪 地 帯 振 興

　0.976668半 島 振 興

　0.93121,048130,287合 計

平成19年度河川局所管予算総括表（国費） （単位：百万円）

備　　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成19年度
概算決定額
（B）

平成18年度
予算額
（A）

事　　　　　項

1．国費には、道路関係社会資本分として予算額
28,265百万円（前年度25,400百万円）を、住宅
宅地基盤特定治水施設等整備事業として予算
額9,200百万円（前年度9,458百万円）を、下水
道関連特定治水施設整備事業として予算額
12,500百万円（前年度14,550百万円）を含む。

0.97483,932496,797 国土基盤河川

0.94189,721201,288 地 域 河 川

0.97140,465145,559 砂 防

0.9721,02521,565急傾斜地崩壊対策

0.9462,51966,303 総合流域防災

0.9724,22025,013 海 岸

0.951,3781,446 独立行政法人
土木研究所

0.96923,260957,971計

1.0050,60250,602災害復旧関係

1.0035,03734,871災害復旧

0.9915,56515,731災害関係

0.97973,8621,008,573合　　　　　計
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政 策

特　集

農 林 水 産 省農 林 水 産 省
農林水産関係予算・施策の概要農林水産関係予算・施策の概要農林水産関係予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

　

平
成　

年
度
の
農
林
水
産
省
関
係
予

１９

算
は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
３
・
１
％

（
８
５
６
億
円
）
減
の
２
兆
６
、
９
２
７

億
円
と
な
っ
た
。
こ
の
内
、
公
共
事
業

費
は
５
・
７
％
減
の
１
兆
１
、
３
９
７

億
円
と
な
り
、
非
公
共
事
業
費
は
、
同

１
・
０
％
減
の
１
兆
５
、
５
３
０
億
円

と
な
っ
た
。

　
　

年
度
予
算
は
、
緊
縮
財
政
が
続
く

１９
中
、
農
業
・
農
村
関
係
で
は
、
農
業
の

競
争
力
強
化
の
た
め
、
品
目
横
断
的
経

営
安
定
対
策
の
導
入
、
米
政
策
改
革
の

更
な
る
推
進
に
予
算
が
拡
充
さ
れ
た
。

担
い
手
対
策
で
は
、
担
い
手
へ
の
支
援

を
一
元
的
に
行
う
「
担
い
手
ア
ク
シ
ョ

ン
サ
ポ
ー
ト
」
な
ど
の
担
い
手
育
成
確

保
支
援
対
策
等
に
向
け
た
予
算
も
拡
充

さ
れ
た
。「
攻
め
の
農
政
」
の
視
点
に

立
っ
た
政
策
で
は
、
平
成　

年
ま
で
に

２５

１
兆
円
規
模
を
目
標
と
す
る
輸
出
促
進

対
策
で
予
算
を
確
保
。
食
や
地
域
に
根

ざ
し
た
国
民
生
活
の
向
上
策
で
は
、
食

育
の
推
進
で
一
定
額
を
確
保
し
た
ほ

か
、
地
産
地
消
推
進
特
別
対
策
の
予
算

が
大
幅
に
拡
充
さ
れ
た
。
ま
た
、
国
産

バ
イ
オ
燃
料
の
本
格
的
導
入
に
取
り
組

む
た
め
の
予
算
が
拡
充
さ
れ
た
。
さ
ら

に
、
団
塊
世
代
や
若
者
・
女
性
が
新
し

い
暮
ら
し
方
を
求
め
て
農
山
漁
村
の
場

で
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
た
め
の
支
援
対

策
に
つ
い
て
の
予
算
が
大
幅
に
拡
充
さ

れ
た
。
こ
の
ほ
か
農
地
・
水
・
環
境
保

全
向
上
対
策
で
当
初
要
求
ど
お
り
満
額

を
確
保
し
、
農
山
漁
村
の
活
性
化
対
策

で
は
、
集
客
施
設
等
に
重
点
投
資
で
き

る
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支

援
交
付
金
が
新
規
で
認
め
ら
れ
た
。

　

森
林
・
林
業
関
係
で
は
、
１
０
０
年

の
森
林
づ
く
り
の
推
進
、
森
林
整
備
地

域
活
動
支
援
交
付
金
が
新
規
計
上
さ
れ

た
ほ
か
、
京
都
議
定
書
森
林
吸
収
目
標

達
成
に
向
け
た
対
策
に
つ
い
て
予
算
が

確
保
さ
れ
た
。

　

水
産
関
係
で
は
、
漁
船
漁
業
構
造
改

革
総
合
対
策
事
業
、
国
産
水
産
物
安
定

供
給
推
進
事
業
、
大
型
ク
ラ
ゲ
等
有
害

生
物
被
害
防
止
総
合
対
策
事
業
等
が
新

規
計
上
さ
れ
た
。

　

農
業
・
農
村
、
森
林
・
林
業
、
水
産

関
係
の
主
要
事
項
は
、以
下
の
と
お
り
。

（
農
業
・
農
村
関
係
）

一　

農
業
の
競
争
力
強
化
の
た
め
の
新

た
な
挑
戦　

①
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策
の
導
入

〇
担
い
手
に
対
象
を
限
定
し
、
そ
の
経

営
の
安
定
を
図
る
新
た
な
対
策
を
導

入
。
品
目
別
の
価
格
政
策
か
ら
品
目
横

断
的
に
経
営
全
体
に
着
目
し
た
対
策
に

転
換
す
る
。

・
生
産
条
件
不
利
補
正
対
策
（
新
規
）

 

１
、
３
９
５
億
４
千
９
百
万
円

②
米
政
策
改
革
の
更
な
る
推
進

〇
米
政
策
改
革
を
更
に
推
進
す
る
た
め

の
新
た
な
対
策
を
構
築
。
こ
れ
に
よ

り
、　

年
産
か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
新
た

１９

な
米
の
需
給
調
整
シ
ス
テ
ム
の
定
着
を

図
る
と
と
も
に
、
売
れ
る
米
づ
く
り
と

水
田
農
業
の
構
造
改
革
を
推
進
す
る
。

・
産
地
づ
く
り
交
付
金　
　
　
　
　
　

 

１
、
３
２
６
億
６
千
９
百
万
円

・
新
需
給
調
整
シ
ス
テ
ム
定
着
交
付
金

 

１
５
０
億
円

・
稲
作
構
造
改
革
促
進
交
付
金

 

２
９
０
億
３
千
万
円

・
耕
畜
連
携
水
田
活
用
対
策　
　

 

　

億
４
百
万
円

５４

③
新
た
な
発
想
に
立
っ
た
担
い
手
支
援

策
の
創
設

〇　

年
度
か
ら　

年
度
ま
で
の
３
年
間

１９

２１

を
「
集
中
改
革
期
間
」
と
し
て
、
従
来

の
発
想
を
超
え
た
斬
新
な
手
法
で
、
担

い
手
の
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
支
援
を
集
中

的
・
重
点
的
に
実
施
す
る
。

・
担
い
手
ア
ク
シ
ョ
ン
サ
ポ
ー
ト
事
業

（
新
規
） 

　

億
円

３５

・
地
域
担
い
手
経
営
基
盤
強
化
総
合
対

策
実
験
事
業
（
新
規
）

 

　

億
１
千
５
百
万
円

３５

・
担
い
手
農
地
集
積
高
度
化
促
進
事
業

（
新
規
） 

　

億
円

２５

・
ス
ー
パ
ー
Ｌ
資
金
等
の
無
利
子
化
措

置
（
新
規
・
農
山
漁
村
振
興
基
金
か
ら

の
利
子
助
成
） 

９
億
円

・
担
い
手
経
営
革
新
促
進
事
業（
新
規
）

 

　

億
円

７１

④
野
菜
・
果
樹
対
策
の
見
直
し

〇
消
費
者
が
求
め
る
野
菜
・
果
実
を
安

定
的
に
提
供
す
る
た
め
、
需
給
調
整
の
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的
確
な
実
施
や
担
い
手
の
経
営
の
安
定

化
に
向
け
た
重
点
支
援
を
す
る
。

・
新
た
な
野
菜
対
策

 

１
２
０
億
５
千
５
百
万
円

・
新
た
な
果
樹
対
策 
　

億
８
百
万
円

５２

⑤
企
業
の
農
外
か
ら
の
新
規
参
入
の
促

進○
農
地
リ
ー
ス
特
区
の
全
国
展
開
に
よ

り
醸
成
さ
れ
た
機
運
を
活
か
し
、
農
業

経
営
に
意
欲
的
な
企
業
等
の
新
規
参
入

を
促
進
す
る
た
め
の
本
格
的
な
事
業
を

開
始
す
る
。

・
企
業
参
入
支
援
総
合
対
策

 

　

億
２
千
９
百
万
円

１７

⑥
構
造
改
革
の
た
め
の
基
盤
づ
く
り
の

新
た
な
展
開

○
基
盤
整
備
を
契
機
と
し
た
担
い
手
の

育
成
・
確
保
や
農
地
の
利
用
集
積
を
促

進
。
農
業
水
利
ス
ト
ッ
ク
を
効
率
的
に

更
新
・
保
全
管
理
す
る
た
め
の
仕
組
み

を
整
備
す
る
。

・
農
業
生
産
基
盤
整
備
の
推
進

 

１
、
３
４
９
億
円

二　

新
た
な
可
能
性
の
追
求

①
東
ア
ジ
ア
市
場
全
体
を
見
据
え
た
食

品
産
業
戦
略
構
想
の
推
進

〇
東
ア
ジ
ア
食
品
産
業
共
同
体
構
想
を

推
進
。
東
ア
ジ
ア
と
共
に
成
長
・
発
展

す
る
と
い
う
視
点
に
立
ち
、
こ
の
地
域

の
活
力
を
活
か
し
て
、
我
が
国
食
品
産

業
の
国
際
競
争
力
を
強
化
す
る
。

・
東
ア
ジ
ア
食
品
産
業
活
性
化
対
策

（
新
規
） 

５
億
５
千
万
円

②
技
術
と
知
財
の
力
に
よ
る
新
需
要
・

新
産
業
の
開
拓

〇
我
が
国
の
技
術
力
を
活
か
し
て
新
食

品
や
新
素
材
を
開
発
し
、
知
的
財
産
権

の
活
用
に
よ
り
新
し
い
需
要
を
創
造
し

て
、
新
産
業
分
野
を
開
拓
す
る
事
業
を

創
設
す
る
。

・
新
需
要
創
造
対
策
（
新
規
）

 

　

億
１
千
万
円

１０

③
輸
出
促
進
対
策
の
強
力
な
推
進

〇
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸
出
額
を
平

成　

年
ま
で
に
１
兆
円
規
模
と
す
る
と

２５
の
目
標
の
達
成
に
向
け
て
、
分
野
ご
と

の
輸
出
の
取
組
の
進
展
度
合
い
に
応
じ

た
キ
メ
細
か
な
対
策
を
実
施
す
る
。

・
輸
出
促
進
対
策

 

　

億
３
千
７
百
万
円

２３

・
輸
出
促
進
緊
急
条
件
整
備
事
業

 

　

億
円

３８

・
輸
出
振
興
の
た
め
の
生
産
、
流
通
、

加
工
技
術
の
開
発
促
進

 

　

億
４
千
２
百
万
円

１５

④
知
的
財
産
の
創
造
・
保
護
・
活
用

○
植
物
新
品
種
や
家
畜
遺
伝
資
源
、
先

端
的
な
研
究
開
発
の
成
果
、
産
地
ブ
ラ

ン
ド
、
経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
の
知
的
財

産
を
積
極
的
に
活
用
す
る
体
制
づ
く
り

を
推
進
す
る
。

・
知
的
財
産
対
策
関
係　
　

 

　

億
７
百
万
円

１８

⑤
革
新
的
技
術
の
開
発
と
普
及

○
ゲ
ノ
ム
研
究
等
の
革
新
的
技
術
を
活

用
し
、
国
民
生
活
の
向
上
や
グ
ロ
ー
バ

ル
化
へ
の
対
応
に
直
結
す
る
研
究
開
発

と
新
技
術
の
現
場
へ
の
普
及
を
強
化
す

る
取
組
を
推
進
す
る
。

・
革
新
的
技
術
開
発 

　

億
円

６３

三　
「
食
」
や
「
地
域
」
に
根
ざ
し
た
国

民
生
活
の
向
上

（
１
）食
生
活
の
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る

国
民
生
活
の
実
現

①
食
の
安
全
と
消
費
者
の
信
頼
の
確
保

の
た
め
の
取
組
の
推
進

○
食
品
に
起
因
す
る
健
康
へ
の
悪
影
響

を
未
然
に
防
止
す
る
こ
と
に
重
点
を
置

き
、
生
産
現
場
か
ら
食
卓
ま
で
を
通
じ

て
食
品
の
安
全
確
保
に
つ
い
て
の
取
組

を
推
進
す
る
。

・
食
品
安
全
確
保
対
策 

　

億
円

１６

②
食
育
の
推
進

○
生
産
・
流
通
・
消
費
の
各
段
階
に
お

い
て
、「
食
事
バ
ラ
ン
ス
ガ
イ
ド
」
の
活

用
を
通
じ
、
米
を
中
心
と
し
た
「
日
本

型
食
生
活
」
の
普
及
・
啓
発
等
の
取
組

を
推
進
す
る
。　

・
に
っ
ぽ
ん
食
育
推
進
事
業

 

　

億
１
千
５
百
万
円

３８

③
地
産
地
消
の
更
な
る
展
開

○
地
産
地
消
を
強
力
に
推
進
す
る
た

め
、
競
争
型
直
接
支
援
シ
ス
テ
ム
な
ど

新
し
い
事
業
方
式
を
導
入
す
る
。

・
地
産
地
消
推
進
特
別
対
策

 

７
億
９
千
３
百
万
円

④
食
料
供
給
コ
ス
ト
縮
減
に
向
け
た
取

組
の
推
進

○
生
産
と
流
通
の
両
面
に
お
け
る
コ
ス

ト
縮
減
に
向
け
た
取
組
を
、
聖
域
を
設

け
ず
に
強
力
に
、
か
つ
、
確
実
に
推
進

す
る
。

・
食
料
供
給
コ
ス
ト
縮
減
対
策

 

　

億
４
千
４
百
万
円

２３

（
２
）地
域
資
源
を
活
か
し
た
潤
い
あ
る

国
民
生
活
の
実
現

①
バ
イ
オ
燃
料
の
地
域
利
用
モ
デ
ル
に

よ
る
実
用
化
推
進

○
国
産
バ
イ
オ
燃
料
の
本
格
的
な
導
入

を
推
進
す
る
た
め
、
地
域
の
関
係
者
一

体
と
な
っ
た
取
組
に
対
す
る
支
援
や
、

研
究
開
発
を
実
施
す
る
。

・
バ
イ
オ
燃
料
地
域
利
用
モ
デ
ル
実
証

事
業
（
新
規
） 
　

億
４
千
４
百
万
円

８５

・
地
域
活
性
化
の
た
め
の
バ
イ
オ
マ
ス

利
用
技
術
の
開
発
（
新
規
） 
　

億
円

１５

・
地
域
バ
イ
オ
マ
ス
発
見
活
用
促
進
事

業
（
新
規
） 

３
億
３
千
７
百
万
円

②
農
山
漁
村
の
場
で
の
再
チ
ャ
レ
ン
ジ

支
援

○
人
生
二
毛
作
や
ス
ロ
ー
ラ
イ
フ
＆

ジ
ョ
ブ
の
仕
組
み
を
構
築
し
、
団
塊
世

代
や
若
者
・
女
性
が
新
し
い
暮
ら
し
方

を
求
め
て
、
農
山
漁
村
の
場
で
再
チ
ャ

レ
ン
ジ
を
す
る
こ
と
を
支
援
す
る
。

・
農
林
漁
業
再
チ
ャ
レ
ン
ジ
支
援
対
策

 

１
１
１
億
９
千
４
百
万
円

③
都
市
・
農
山
漁
村
の
共
生
・
対
流
や

都
市
農
業
の
新
た
な
展
開

○
都
市
と
農
村
の
多
様
な
主
体
が
参
加

し
て
行
う
、
共
生
・
対
流
に
資
す
る
広

域
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
等
を
支
援
す
る
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事
業
を
創
設
す
る
。

・
都
市
と
農
村
の
共
生
・
対
流
推
進
対

策 

８
億
円

四　

地
域
の
力
を
活
か
し
た
農
山
漁
村

づ
く
り

①
農
山
漁
村
の
活
性
化
の
推
進

○
農
山
漁
村
地
域
に
お
い
て
、
定
住
、

二
地
域
居
住
、
都
市
・
農
村
交
流
等
を

通
じ
、
居
住
者
・
滞
在
者
を
増
や
す
こ

と
に
よ
り
地
域
の
活
性
化
を
総
合
的
か

つ
機
動
的
に
支
援
す
る
。

・
農
山
漁
村
活
性
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支

援
交
付
金
（
新
規
）

 

３
４
０
億
８
千
８
百
万
円

②
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
の

本
格
的
実
施

○
農
地
・
水
・
環
境
の
良
好
な
保
全
と

質
的
向
上
を
図
る
た
め
、
地
域
ぐ
る
み

で
効
果
の
高
い
共
同
活
動
と
先
進
的
な

営
農
活
動
を
実
施
す
る
地
域
等
を
支
援

す
る
交
付
金
を
創
設
す
る
。

・
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
資

源
保
全
施
策
（
新
規
） 

２
７
３
億
円

・
農
地
・
水
・
環
境
保
全
向
上
対
策
農

業
環
境
保
全
施
策
（
新
規
）

 

　

億
８
千
６
百
万
円

２９

③
立
ち
上
が
る
農
山
漁
村
の
基
礎
的
条

件
整
備
と
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
の
実

現○
Ｉ
Ｔ
化
の
促
進
等
を
通
じ
て
、
地
域

の
持
ち
味
を
活
か
す
た
め
の
基
礎
と
な

る
条
件
を
整
備
。
ま
た
、
ハ
ー
ド
・
ソ

フ
ト
が
一
体
と
な
っ
た
防
災
・
減
災
対

策
を
推
進
す
る
。

・
安
全
で
住
み
よ
い
農
山
漁
村
づ
く
り

の
推
進 

８
８
１
億
円

（
森
林
・
林
業
関
係
）

一　

森
林
・
林
業
再
生
へ
の
新
た
な
挑

戦①
美
し
い
森
林
づ
く
り
の
推
進
と
森
林

吸
収
源
対
策
の
取
組

〇
「
美
し
い
森
林
づ
く
り
」
を
多
様
で

健
全
な
森
林
整
備
・
保
全
を
通
じ
推
進

し
、「
美
し
い
国
づ
く
り
」
に
大
き
く
貢

献
す
る
と
と
も
に
、
京
都
議
定
書
の
森

林
吸
収
目
標
１
、
３
０
０
万
炭
素
ト
ン

の
達
成
を
目
指
す
。

・
森
林
整
備
事
業　

１
、
７
０
３
億
５
千
６
百
万
円
の
内
数

・「
１
０
０
年
の
森
林
づ
く
り
」
拠
点
整

備
（
公
共
）（
新
規
）　　

 

　

億
３
千
５
百
万
円

４８

②
森
林
施
業
の
集
約
化
活
動
の
促
進

○
林
業
事
業
体
等
に
よ
る
森
林
施
業
の

集
約
化
活
動
を
支
援
。
具
体
的
に
は
、

森
林
施
業
の
集
約
化
に
必
要
と
な
る
森

林
の
情
報
を
収
集
す
る
活
動
に
つ
い

て
、
単
位
面
積
当
た
り
一
定
額
を
交
付

す
る
な
ど
の
支
援
を
実
施
す
る
。

・
森
林
整
備
地
域
活
動
支
援
交
付
金

（
新
規
） 

　

億
５
千
３
百
万
円

７４

③
木
材
の
生
産
・
流
通
に
関
す
る
構
造

改
革
の
推
進

〇
森
林
所
有
者
か
ら
木
材
加
工
業
者
ま

で
、
川
上
・
川
下
が
連
携
し
て
、
低
コ

ス
ト
・
大
ロ
ッ
ト
の
安
定
的
な
木
材
供

給
を
実
現
す
る
。

・
木
材
供
給
構
造
改
革
総
合
対
策　
　

 

　

億
１
千
９
百
万
円

１９

・
木
材
供
給
構
造
改
革
緊
急
条
件
整
備

事
業 

　

億
円

２０

④
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
木
材
供
給
・
利

用
拡
大
に
向
け
た
取
組
の
推
進

〇
木
材
供
給
・
利
用
量
の
更
な
る
拡
大

に
向
け
、
木
材
産
業
の
競
争
力
強
化
、

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
促
進
、
木
づ
か

い
運
動
等
の
消
費
者
対
策
、
木
材
の
輸

出
促
進
等
の
取
組
に
対
し
て
支
援
す

る
。

・
地
域
材
の
新
た
な
分
野
へ
の
利
用
の

促
進
（
新
規
） 

２
億
４
千
８
百
万
円

⑤
安
全
・
安
心
の
確
保
の
た
め
の
効
果

的
な
国
土
保
全
対
策
の
推
進

○
国
有
林
と
民
有
林
を
一
体
と
し
た
計

画
的
な
事
業
展
開
や
、
地
域
に
お
け
る

避
難
体
制
の
整
備
な
ど
の
効
果
的
な
治

山
対
策
を
推
進
す
る
。

・
治
山
事
業

 

１
、
１
２
０
億
１
千
２
百
万
円

（
水
産
関
係
）

一　

水
産
業
構
造
改
革
に
向
け
た
挑
戦

①
漁
船
漁
業
構
造
改
革
の
推
進

〇
将
来
に
わ
た
り
水
産
物
の
安
定
供
給

を
担
う
漁
船
漁
業
者
に
対
し
て
、
収
益

性
向
上
の
た
め
の
総
合
対
策
を
重
点
的

に
講
じ
る
こ
と
に
よ
り
、
国
際
競
争
力

あ
る
経
営
体
を
育
成
す
る
。

・
漁
船
漁
業
構
造
改
革
総
合
対
策
事
業

（
新
規
） 

　

億
円

５０

②
漁
業
経
営
安
定
対
策
の
導
入

〇
漁
業
者
の
経
営
安
定
を
図
る
た
め
、

新
た
な
対
策
に
つ
い
て
検
討
を
開
始
す

る
。
ま
た
、
融
資
や
融
資
保
証
、
漁
業

共
済
掛
金
の
上
乗
せ
助
成
を
引
き
続
き

実
施
す
る
。

・
経
営
安
定
対
策
対
応
オ
ン
ラ
イ
ン
シ

ス
テ
ム
開
発
事
業
（
新
規
）

 

７
千
７
百
万
円

③
水
産
物
流
通
の
構
造
改
革
の
推
進　

〇
新
鮮
な
国
産
水
産
物
を
安
く
消
費
者

に
届
け
る
た
め
、
産
地
市
場
の
統
廃
合

や
産
地
・
消
費
者
間
の
安
定
供
給
契
約

の
促
進
な
ど
を
通
じ
て
流
通
の
効
率
化

を
進
め
、
供
給
コ
ス
ト
の
縮
減
を
図

る
。

・
水
産
物
流
通
構
造
改
革
事
業（
新
規
）

 

４
億
９
千
１
百
万
円

・
流
通
構
造
改
革
拠
点
漁
港
整
備
事
業

（
公
共
）（
新
規
）

１
、
０
８
１
億
６
千
７
百
万
円
の
内
数

④
海
洋
生
物
資
源
と
環
境
・
生
態
系
保

全
を
軸
と
し
た
漁
港
漁
場
整
備
の
推
進

〇
我
が
国
水
産
物
を
安
定
的
に
供
給
す

る
た
め
、
我
が
国
の
排
他
的
経
済
水

域
・
領
海
に
お
け
る
水
産
資
源
の
生
産

力
を
向
上
さ
せ
る
漁
場
づ
く
り
や
環

境
・
生
態
系
の
保
全
を
図
る
。

・
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
漁
場
整
備
事
業
（
公

共
）（
新
規
） 

１
億
２
千
７
百
万
円
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農林水産省関係予算

1．総括表

対前年度比
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

区　　　　　分

％億円億円

96.926,92727,783 農 林 水 産 予 算 総 額

94.311,39712,0901  公 共 事 業 費

94.211,20511,898  一 般 公 共 事 業 費

100.0192192  災害復旧等事業費

99.015,53015,6922  非 公 共 事 業 費

101.39,4569,332  一 般 事 業 費

95.56,0746,361  食料安定供給関係費

（注）1．計数整理の結果、異動を生じることがある。
2．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

2．公共事業費一覧

（注）上記のほか、地域再生基盤強化交付金措置額を内閣府に計上。

対前年度比
19　　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

92.7674,656727,829農 業 農 村 整 備

97.8282,368288,832林 野 公 共

93.6112,012119,622治 山

100.7170,356169,210森 林 整 備

94.2144,148153,104水 産 基 盤 整 備

96.519,33820,039海 岸

94.21,120,5101,189,804一 般 公 共 事 業 費 計

100.019,22519,225災 害 復 旧 等

94.31,139,7351,209,029公 共 事 業 費 計

（単位：百万円、％）
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3．農業・農村関係 （単位：百万円）

�
�
�

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H19（H18）　　（大臣官房・国際部）

・新需要創造対策（新規）（生産局計上） 1,010（ 0）
・海外日本食優良店調査・支援事業（新規）（国際部計上）
 276（ 0）

1,807213一　知的財産の創造・保護・活用

・真の日本食・日本食材海外発信事業（新規）（国際部計上）
 397（ 0）
・海外日本食優良店調査・支援事業（新規）（国際部計上）
　（再掲） 276（ 0）
・みなぎる輸出活力誘発事業（新規）（国際部計上）
 64（ 0）

2,3371,022二　輸出促進対策の強力な推進

・地域バイオマス利活用交付金（新規）（生産局・農村振興
局計上） 14,346（ 0）

・広域連携等バイオマス利活用推進事業（拡充）（農村振興
局計上） 230（ 150）

・食品循環資源経済的処理システム実証事業（新規）（総合
食料局計上） 70（ 0）

・木質バイオマス利活用推進対策事業（新規）（林野庁計上）
 87（ 0）

32,56123,997三　国産バイオ燃料の利用促進等バイオ
マスの利活用の推進

・バイオ燃料地域利用モデル実証事業（新規）（農村振興局
計上） 8,544（ 0）
・地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発（新規）
（技術会議計上） 1,500（ 0）
・地域バイオマス発見活用促進事業（新規）（大臣官房計上）
 337（ 0）

10,9310　　うち、国産バイオ燃料の地域利用モ
デルによる実用化推進

・海外日本食優良店調査・支援事業（新規）（国際部計上）
 276（ 0）
・地域バイオマス発見活用促進事業（新規）（大臣官房計上）
 337（ 0）

276

337

0

0

四　新たな可能性の追求

H19（H18）（統計部）

　　農政改革推進のための統計の整備

・経営統計調査（農業所得、生産費等） 609（ 626）
・米の作況調査（アウトソーシングの推進、地球温暖化と
平年収量との関係の検討・分析） 99（ 48）

3,8243,790１　総人件費改革に対応しつつ基幹と
なる諸統計の確実な実施

・市場化テストを含むアウトソーシングのための条件整備
 100（ 98）
・調査員調査化した調査の精度維持対策（新規）
 20（ 0）

12498２　民間委託、IT活用等による統計業
務の効率化

・食品産業活動実態調査（東アジア食品産業活性化戦略関
連）（新規） 53（ 0）

・農業構造動態調査（次期基本計画策定に向けた基礎数値）
 97（ 60）

20260３　「攻め」の農政をサポートする新規
調査等の実施

H19（H18）（総合食料局）

182,103152,016一　米政策改革の更なる推進

・産地づくり交付金（生産局計上） 132,669（ 140,808）
・新需給調整システム定着交付金（生産局計上）
 15,000（ 5,000）

147,669145,808　１　産地づくり対策



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ４２

政 策

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・稲作構造改革促進交付金（新規） 29,030（ 0）29,0300２　稲作構造改革促進交付金（産地づ
くり対策）

・耕畜連携水田活用対策（生産局計上） 5,404（ 6,208）5,4046,208３　水田の飼料作物生産の振興

　5480二　東アジア市場全体を見据えた食品産
業戦略構想の推進

・東アジア産学官ネットワーク構築支援事業（新規）
 58（ 0）
・食品産業海外人材育成支援事業（新規） 50（ 0）
・食品産業技術海外展開実証事業（新規） 200（ 0）

3080１　食品産業海外戦略支援事業

・先端技術を活用した農林水産研究高度化事業のうち食品
産業海外展開に関する研究開発（新規）（技術会議計上）

 240（ 0）

2400２　食品産業の海外展開に関する研究
開発

・次世代農業機械等緊急開発事業（生産局計上）
1,889の内数（1,886の内数）

・物流管理効率化新技術確立事業 97（ 95）
・担い手経営革新促進事業のうち経営革新モデルの実践の
取組（新規）（経営局計上） 1,700（ 0）

2,344640三　食料供給コスト縮減に向けた取組の
推進

・食料産業クラスター展開事業 609（ 609）609609四　食料産業クラスターの新たな展開

・食品リサイクルの促進、法普及、実証 112（ 28）
・容器包装リサイクルの法普及、実証 71（ 56）
・CO2対策（新規） 8（ 0）

19284五　食品産業における環境負荷の低減及
び資源の有効活用

H19（H18）　　（消費・安全局）

　　　一　食品の安全確保

・微生物リスク管理基礎調査事業委託費（新規）
 87（ 0）
・有害化学物質リスク管理基礎調査事業委託費
 239（ 239）

1,4591,372１　食品安全に関するリスク管理の推
進

・動物用医薬品対策費補助金 63（ 68）121143２　安全な農畜水産物の供給

　　　二　動植物防疫体制の強化

・農場生産衛生管理技術等向上対策事業費補助金（新規）
 23（ 0）
・家畜伝染病予防費 3,590（ 3,714）

6,5377,068１　家畜防疫の推進

・魚類防疫技術対策事業委託費 39（ 34）138135２　水産防疫の推進

・IPM技術評価基準策定・情報提供事業委託費（新規）
 112（ 0）

1120３　環境に配慮した病害虫管理体制の
構築

　　　三　消費者の信頼の確保

・食品表示適正化対策事業委託費（新規） 96（ 0）
・特定JAS規格検討・普及推進事業委託費（新規）
 47（ 0）

1430１　食品表示の適正化と特色のある
JAS規格の検討、普及

・牛トレーサビリティ制度の信頼性確保対策事業委託費
 100（ 39）

1,6801,879２　トレーサビリティ・システムの確
立

・にっぽん食育推進事業 3,815（ 3,945）3,8153,945四　食育の推進

・農畜水産物の安全性の確保
・家畜の伝染性疾病・作物の病害虫の発生予防・まん延の
防止

・地域における「食事バランスガイド」の普及・活用等の促進

2,5132,702五　食の安全・安心確保交付金



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日４３ 町 村 週 報

政 策

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H19（H18）　　（生産局）

・新需要フロンティア育成事業（新規） 90（ 0）
・成分保証・分別管理機械・施設整備事業（新規）
 860（ 0）

1,0100一　新需要創造対策

・農林水産業知的財産情報システム（新規） 169（ 0）
・和牛精液等流通管理体制構築推進事業（新規）
 109（ 0）

強い農業づくり交付金
34,067の内数

その他
1,378の内数

強い農業づくり交付金
40,506の内数

その他
438

二　知的財産権活用特別対策

　　　三　未来志向型産地形成特別対策

・地産地消モデルタウン事業（新規） 266（ 0）
・強い農業づくり交付金（特別枠） 500（ 0）
・地産地消推進活動支援事業 13（ 12）
・地産地消モデルタウン推進活動対策（新規） 14（ 0）

79312　１　地産地消推進特別対策

・野菜低コスト供給パートナーシップ確立事業（新規）
 97（ 0）
・肉用牛振興を核とした地域畜産新生システム構築事業
　（新規） 115（ 0）

6,107376　２　革新的営農推進対策

・新たな野菜対策 12,055（ 9,531）
・新たな果樹対策（所要額） 5,208（ 405）

17,2639,936　３　品目別対策

・地域水田農業ビジョンに基づく取組を支援176,699145,808　４　産地づくり対策

・国産粗飼料増産対策事業 1,722（ 1,722）強い農業づくり交付金
34,067の内数

その他
26,018

強い農業づくり交付金
40,506の内数

その他
26,005

　５　飼料自給率向上対策

　　　四　資源循環・環境保全特別対策

・農地・水・環境保全向上対策のうち営農活動支援交付金
（新規） 2,986（ 0）

強い農業づくり交付金
34,067の内数

その他
3,157

強い農業づくり交付金
40,506の内数

その他
95

　１　環境農業特別対策

・施設園芸脱石油イノベーション推進事業（新規）
 370（ 0）

3700　２　省資源・脱石油推進対策

・鳥獣害防止対策事業 190（ 104）強い農業づくり交付金
34,067の内数

その他
7,556の内数

強い農業づくり交付金
40,506の内数

その他
1,495の内数

　３　鳥獣害防止推進対策

・高機能たい肥活用エコ農業支援事業（新規）
 313（ 0）

3130４　高機能たい肥活用エコ農業支援事
業

H19（H18）　　（経営局）

・生産条件不利補正対策（新規） 139,549（ 0）139,5490一　品目横断的経営安定対策の導入

　　　二　担い手の育成・確保

・担い手アクションサポート事業（新規） 3,500（ 0）
・地域担い手経営基盤強化総合対策実験事業（新規）
 3,515（ 0）
・担い手農地集積高度化促進事業（新規） 2,500（ 0）
・担い手経営革新促進事業（新規） 7,100（ 0）
・スーパー L資金等の無利子化措置（新規：農山漁村振興
基金からの利子助成） 900（ 0）

・無担保・無保証人によるクイック融資（新規） 100（ 0）

17,6150　１　担い手育成確保支援対策



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ４４

政 策

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

　42,17343,564　２　制度資金の円滑な融通

　　　三　農地の有効利用の促進

・企業等農業参入支援全国推進事業（新規） 20（ 0）
・企業等農業参入支援推進事業（新規） 430（ 0）
・新技術活用優良農地利用高度化支援

1,729

強い農業づくり交付金
34,067の内数

20

強い農業づくり交付金
40,506の内数

　１　企業等の新規参入の促進

・担い手支援農地保有合理化事業（新規） 9,700（ 0）13,86319,128　２　農地保有合理化事業の推進

・スローじんせい二毛作再チャレンジ支援事業（新規）
 80（ 0）
・農業再チャレンジ支援事業（新規） 641（ 0）
・林業再チャレンジ支援事業（林野庁計上）
 6,760（ 6,711）
・漁業再チャレンジ支援事業（水産庁計上）
 555（ 245）
・人生二毛作の実現に向けた他産業従事者による農林漁業
経営体発展支援研修事業（新規） 207（ 0）

・農村コミュニティ再生・活性化支援事業（農村振興局計
上） 215（ 215）

・県農大等再チャレンジ活用推進事業（新規：強い農業づ
くり交付金優先枠） 500（ 0）

11,194

強い農業づくり交付金
34,067の内数

7,596

強い農業づくり交付金
40,506の内数

四　再チャレンジの推進

・農業共済事業事務費負担金 46,225（ 46,492）
・共済掛金国庫負担金 64,090（ 68,906）

112,550117,744五　農業共済制度の運営

・農業者年金給付費等負担金 151,209（ 149,607）153,273151,944六　農業者年金制度の円滑な推進

H19（H18）　　（農村振興局）

一　農山漁村の活性化

・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金（新規）
 34,088（ 0）

農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金

34,088

0１　農山漁村の活性化の推進

・農地・水・環境保全向上対策（新規） 30,286（ 0）30,2860２　農地・水・環境保全向上対策の本
格実施

・中山間地域等直接支払交付金 22,146（ 22,146）
・農村地域IT化推進支援事業（新規） 20（ 0）
・「立ち上がる農山漁村」推進事業委託 34（ 40）

22,20022,186３　立ち上がる農山漁村の基礎的条件
整備

・広域連携共生・対流等対策交付金（新規）
 800（ 0）

8000４　都市・農山漁村の共生・対流や都
市農業の新たな展開

・農業用水の自然エネルギーの活用支援事業（新規）
 30（ 0）

300５　その他

　674,656727,829二　農業農村整備事業

・国営かんがい排水事業 193,604（ 197,483）　
・農村振興総合整備 32,343（ 32,618）　
・農地防災事業等 59,602（ 63,323）　

428,879
131,484
114,293

444,537
155,872
127,421

・農業生産基盤整備
・農村整備
・農地等保全管理

・基幹水利施設ストックマネジメント事業（新規）
 4,000（ 0）
・国営造成水利施設保全対策指導事業 1,786（ 873）

5,786873１　水利ストックの有効活用

・農業生産法人等育成緊急整備事業（新規）
 1,000（ 0）
・段階的基盤整備等実証調査事業（新規） 30（ 0）

1,0300２　農業の構造改革の加速化に資する
基盤整備

�
�
�

�
�
�



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日４５ 町 村 週 報

政 策

（単位：百万円）

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H19（H18）　　（林野庁）

　　　一　「美しい森林づくり」の推進と森林吸
収源対策への取組

　282,368288,832林野一般公共

170,356169,210森林整備事業

112,012119,622治山事業

4．森林・林業関係

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・国営造成土地改良施設防災情報ネットワーク構築事業
　（新規） 95（ 0）
・農村防災・災害対応指導体制強化事業（新規）
 25（ 0）
・湛水防除事業等 46,896（ 50,032）

47,01650,032　３　安全安心なくらしの実現

　　　三　その他

　8,8069,133　１　農地海岸事業

　8,1388,138　２　災害復旧等

H19（H18）　　（農林水産技術会議事務局）

　　　一　国民生活の向上に資する研究開発

・アグリ・ゲノム研究の総合的な推進のうち新需要の創造
に向けた研究推進（新規） 589（ 0）
・食品素材のナノスケール加工及び評価技術の開発
 204（ 129）

1,4111,091１　新産業分野の開拓に向けた研究開
発

・牛海綿状脳症（BSE）及び人獣共通感染症の制圧のため
の技術開発 857（ 857）

・遺伝子組換え等先端技術安全性確保対策 596（ 596）

2,7953,023２　食料産業に対する国民の安全・信
頼確保のための研究開発

　　　二　グローバル化に対応した農林水産
業・食品産業を支える研究開発

・担い手の育成に資するIT等を活用した新しい生産システ
ムの開発（新規） 604（ 0）

・アグリ・ゲノム研究の総合的な推進のうちイネ科から他
作物へのゲノム研究展開のためのDNAマーカーの開発
（新規） 450（ 0）
・アグリ・ゲノム研究の総合的な推進のうち世界の食料需
給の安定に向けた研究推進（新規） 176（ 0）

・環境変動に伴う海洋生物大発生の予測・制御技術の開発
（新規） 207（ 0）

4,4523,569　１　国際競争力を高める新技術の開発

・先端技術を活用した農林水産研究高度化事業
 5,220（ 4,872）

13,17113,584　２　次世代を担う新技術の研究開発

・運営費交付金（競争的研究資金を除く）
 54,896（ 55,437）

56,63956,892三　研究基盤の充実強化

�
�

�
�



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ４６

政 策

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

H19（H18）　　（水産庁）

　　　一　国際競争力のある漁業経営の育成・
確保

・漁船漁業構造改革総合対策事業（新規）
 5,000（ 0）

5,0000１　漁船漁業の構造改革の推進

・省エネルギー技術導入促進事業 924（ 1,023）9241,023２　省エネ対策の着実な実施

・経営安定対策対応オンラインシステム開発事業
　（新規） 77（ 0）

770３　担い手の経営安定に向けた新たな
制度の設計

5．水産関係 （単位：百万円）

備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・未整備森林緊急公的整備導入モデル事業（森林づくり交
付金）（新規） 1,971（ 0）

・漁場保全関連特定森林整備事業（新規）（水産庁計上）
 10,000（ 0）
・農業用水水源地域保全整備事業（新規）（農村振興局計上）
 5,000（ 0）
（注）上記のほか、林野公共予算における森林整備関係予算
への重点化（65億円）、H18補正の防災対策（530億円）を合
わせ、765億円を措置。これにより、約23万haの追加整備量
を確保。

　　１　森林吸収源対策への取組

・「100年の森林づくり」加速化推進事業（新規）
 35（ 0）

4,8350２　「100年の森林づくり」の推進

・地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進事業
 169（ 150）

304345３　国民参加の森林づくり等の推進

・広域連携優良苗木確保対策 52（ 50）130の内数121の内数４　花粉発生源対策の推進

・山村力誘発モデル事業 145（ 125）
・緑の雇用担い手対策事業 6,700（ 6,700）

6,9606,960５　森林を支える山村の活性化と担い
手の確保

・森林整備地域活動支援交付金（新規） 7,453（ 0）7,4530二　森林施業の集約化活動の促進

　　　三　木材の生産・流通に関する構造改革
の推進

・低コスト木材供給体制整備事業（新規） 955（ 0）
・新生産システム推進対策事業 964（ 1,011）

1,9191,011１　木材供給構造改革総合対策

・木材供給構造改革緊急条件整備事業 2,000（ 734）2,000734２　木材供給構造改革緊急条件整備

・地域材の新たな分野への利用の促進（新規）
 248（ 0）

強い林業・木材産業
づくり交付金
6,433の内数
その他567

強い林業・木材産業
づくり交付金
6,990の内数
その他194

四　ニーズに対応した木材供給・利用拡
大に向けた取組の推進

・特定流域総合治山事業 1,950（ 1,300）112,012119,622五　安全・安心の確保のための効果的な
国土保全対策の推進

122,450115,073六　国有林野の管理経営の適切かつ効率
的な推進
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備　　　　　考
19　年　度
概算決定額

18　年　度
予　算　額

事　　　　　項

・ノリ養殖業構造調整・競争力強化対策事業
 685（ 680）
・新たなノリ色落ち対策技術開発事業（新規）
 90（ 0）

775680　４　ノリ養殖業対策の推進

・健全な内水面生態系復元等推進事業 322（ 322）
・鰻供給安定化事業（新規） 28（ 0）

350322５　内水面漁業・つくり育てる漁業の
振興

・漁協系統組織・事業改革促進事業 76（ 91）7691６　漁協系統による組織・事業改革の
促進

　　　二　国際化に対応した流通構造改革の推
進

・国産水産物安定供給推進事業（新規） 1,400（ 0）
・流通構造改革拠点漁港整備事業（公共）（新規）

108,167の内数（0）

1,400
108,167の内数

0
0

１　拠点産地における価格形成機能・
産地販売力の強化

・水産物流通構造改革事業（新規） 491（ 0）4910２　産直取引の推進等による流通コス
トの低減

　　　三　公海資源を含む水産資源の管理・回
復

・我が国周辺水域資源調査推進事業 1,613（ 1,707）
・遠洋漁業管理推進事業（新規） 240（ 0）

1,8531,707１　資源調査・管理の着実な実施

・フロンティア漁場整備事業（公共）（新規）
 127（ 0）

1270２　沖合域における漁場整備の推進

・磯焼け対策緊急整備事業（公共）（新規）
93,318の内数（0）

93,318の内数0３　磯焼け対策の推進

・漁場保全の森づくり事業（公共）（新規）
 10,000（ 0）

10,0000４　漁場保全の森づくりの実施

　　　四　漁港・漁場の総合的な整備と漁村の
活性化

・広域水産物供給基盤整備事業 51,861（ 59,655）　
・海岸耐震対策緊急事業（新規） 322（ 0）　

144,148
10,532

153,104
10,906

　　・水産基盤整備事業
　　・漁港海岸事業

・大型クラゲ等有害生物被害防止総合対策事業（新規）
 843（ 0）
・漁場漂流・漂着物対策推進事業（新規） 79（ 0）

9220１　大型クラゲの出現等に対応した漁場
環境の保全

・漁業集落環境整備事業（公共） 6,274（ 4,476）
・漁村地域力向上事業（新規） 75（ 0）
・水産動植物養殖施設災害復旧事業（新規）
 39（ 0）

6,3884,476２　漁村の防災力・生活環境の向上

・環境・生態系保全活動支援調査・実証事業（新規）
 150（ 0）
・離島漁業再生支援交付金 1,725（ 1,725）

1,8751,725３　多面的機能の発揮の促進

�
�

�
�



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ４８

政 策

平成19年度　関係省庁予算
特　集

平成19年度　関係省庁予算

文 部 科 学 省
文教関係予算・施策の概要文教関係予算・施策の概要
文 部 科 学 省
文教関係予算・施策の概要

　

平
成　

年
度
の
文
部
科
学
省
予
算
案

１９

は
、
総
額
５
兆
２
７
０
５
億
円
、
対
前

年
度
予
算
に
対
し
１
、
３
８
１
億
円
、

対
前
年
度
比
２
・
６
％
増
と
な
っ
た
。

　

主
な
内
容
に
つ
い
て
は
、　

年
度
に

１９

ス
タ
ー
ト
さ
せ
る
全
国
的
な
学
力
調
査

の
実
施
に　

億
円
を
配
分
し
た
ほ
か
、

６６

国
語
力
の
育
成
、
理
数
教
育
の
充
実
な

ど
総
合
的
な
学
力
向
上
策
の
推
進
に
１

０
３
億
円
を
盛
り
込
む
な
ど
、
小
中
学

校
教
育
の
充
実
に
重
点
を
置
い
て
い
る
。

　

主
な
概
要
に
つ
い
て
は
以
下
の
と
お

り
で
あ
る
。

１
、
世
界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
義
務

教
育
の
質
の
保
証　
　

　

①
全
国
的
な
学
力
調
査
の
実
施
等

　

最
近
の
子
ど
も
の
学
力
低
下
問
題
に

対
処
す
る
た
め
、
す
べ
て
の
児
童
生
徒

の
学
習
到
達
度
を
把
握
す
る
た
め
の
全

国
学
力
・
学
習
状
況
調
査
を
実
施
す
る
。

　

ま
た
、
学
力
調
査
の
技
術
基
盤
の
構

築
に
向
け
た
取
組
や
調
査
結
果
を
活
用

し
た
検
証
改
善
サ
イ
ク
ル
の
確
立
を
図

る
た
め
の
研
究
等
も
併
せ
て
実
施
す
る
。

　

②
国
語
力
の
育
成
、
理
数
教
育
の
充

実
な
ど
総
合
的
な
学
力
向
上
策
の
推
進

　

世
界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
学
力
水
準
を

目
指
し
、
新
学
習
指
導
要
領
の
周
知
、

学
力
向
上
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
の
推
進

な
ど
、「
確
か
な
学
力
」
の
育
成
に
向
け

て
総
合
的
に
取
組
と
し
て
い
る
。

　

具
体
的
に
は
、
中
央
教
育
審
議
会
の

「
審
議
経
過
報
告
」
に
お
い
て
、
学
習
指

導
要
領
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
言
葉
や

体
験
を
重
視
し
た
学
習
や
生
活
の
基
礎

づ
く
り
、
国
語
力
の
育
成
や
理
数
教
育

の
充
実
な
ど
を
重
視
す
る
必
要
が
あ
る

と
さ
れ
た
こ
と
、
ま
た
、「
基
本
方
針
２

０
０
６
」
に
お
い
て
も
学
習
指
導
要
領

の
改
訂
や
、
習
熟
度
別
・
少
人
数
指
導

等
に
よ
り
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
こ

と
と
記
さ
れ
た
こ
と
な
ど
、「
確
か
な

学
力
」
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
と
な
っ

て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

③
小
学
校
の
英
語
教
育
の
充
実
に
向

け
た
条
件
整
備

　

小
学
校
の
英
語
教
育
の
充
実
に
向
け

た
条
件
整
備
で
は
、
英
語
ノ
ー
ト
・
附

属
Ｃ
Ｄ
の
配
付
や
Ａ
Ｌ
Ｔ
や
地
域
人
材

の
効
果
的
な
活
用
を
含
む
拠
点
校
・
拠

点
施
設
を
中
心
と
し
た
取
組
の
推
進
、

指
導
者
研
修
の
実
施
や
情
報
提
供
体
制

の
整
備
等
を
実
施
す
る
こ
と
で
指
導
者

や
教
材
な
ど
こ
れ
を
支
え
る
条
件
整
備

を
図
る
と
し
て
い
る
。

　

④
学
校
評
価
シ
ス
テ
ム
の
構
築

　

学
校
評
価
シ
ス
テ
ム
の
構
築
で
は
、

学
校
並
び
に
地
方
自
治
体
の
裁
量
拡
大

の
進
展
や
学
校
教
育
の
質
に
対
す
る
保

護
者
・
地
域
住
民
の
関
心
が
高
ま
っ
て

い
る
こ
と
に
伴
い
、
学
校
が
自
ら
改
善

を
図
る
と
と
も
に
、
説
明
責
任
を
果
た

し
、
設
置
者
等
が
必
要
な
支
援
を
行
え

る
よ
う
に
す
る
た
め
、
適
切
な
学
校
評

価
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
図
る
。

　

⑤
教
員
養
成
・
免
許
制
度
の
改
革
な

ど
教
員
の
資
質
能
力
の
向
上

　

教
員
の
資
質
能
力
の
向
上
に
つ
い
て

は
、
国
民
の
信
頼
に
こ
た
え
る
べ
く
、

優
れ
た
資
質
能
力
を
有
す
る
教
員
の
養

成
・
確
保
を
図
る
た
め
、
教
員
免
許
更

新
制
導
入
に
関
す
る
調
査
研
究
な
ど
を

実
施
す
る
と
と
も
に
、
教
員
養
成
・
免

許
制
度
の
改
革
を
推
進
す
る
。

２
、
豊
か
な
心
の
育
成

　

①
豊
か
な
人
間
性
や
社
会
性
を
は
ぐ

く
む
長
期
宿
泊
型
体
験
活
動
等
の
推
進

　

自
然
の
中
で
の
長
期
宿
泊
体
験
を
は

じ
め
と
し
た
様
々
な
体
験
活
動
を
行
う

こ
と
や
、
命
を
大
切
に
す
る
心
、
他
人

を
思
い
や
る
心
、
規
範
意
識
等
の
育
成

を
図
り
、
児
童
生
徒
の
豊
か
な
人
間
性

や
社
会
性
を
育
む
と
し
て
い
る
。

　

そ
の
た
め
、
体
験
活
動
等
に
つ
い
て

引
き
続
き
調
査
研
究
等
を
行
う
。
特
に

社
会
人
と
し
て
の
基
礎
的
な
資
質
の
養

成
・
強
化
を
図
る
た
め
、
新
た
に
児
童

生
徒
の
主
体
性
を
重
ん
じ
た
長
期
宿
泊

活
動
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う
。

　

②
い
わ
ゆ
る
「
キ
レ
る
」
言
動
な
ど

の
問
題
へ
の
対
応
の
推
進

　

子
ど
も
の
情
動
や
こ
こ
ろ
の
発
達
上

の
ひ
ず
み
等
に
か
か
わ
る
問
題
に
対
応

す
る
た
め
、
脳
科
学
等
の
成
果
の
教
育

へ
の
応
用
を
促
進
す
る
よ
う
、
研
究
の

振
興
、
成
果
の
還
元
シ
ス
テ
ム
の
構
築

等
を
推
進
す
る
。
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ま
た
、
併
せ
て
、
こ
れ
ま
で
の
研
究

成
果
か
ら
既
に
得
ら
れ
た
知
見
等
を
踏

ま
え
、
子
ど
も
の
生
活
リ
ズ
ム
向
上
等

の
た
め
の
施
策
展
開
を
図
る
。

　

③
問
題
を
抱
え
る
子
ど
も
の
自
立
支

援
や
教
育
相
談
体
制
の
充
実

　

不
登
校
、
暴
力
行
為
、
い
じ
め
、
児

童
虐
待
及
び
高
校
中
退
等
の
未
然
防

止
、
早
期
発
見
・
早
期
対
応
や
、
教
育

相
談
体
制
の
充
実
及
び
自
殺
予
防
に
向

け
た
取
組
な
ど
、
児
童
生
徒
へ
の
支
援

の
充
実
を
図
る
。

３
、
充
実
し
た
教
育
を
支
え
る
環

境
の
整
備　
　

　

①
優
秀
な
教
職
員
の
確
保
及
び
教
育

課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
緊
急
的
な
教

職
員
配
置

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
は
、
公

立
の
小
・
中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の

前
期
課
程
を
含
む
。）及
び
特
別
支
援
学

校
の
小
・
中
学
部
の
教
職
員
の
給
与
費

に
つ
い
て
都
道
府
県
が
負
担
し
た
経
費

の
３
分
の
１
を
国
が
負
担
す
る
も
の
で

あ
る
。

　

②
公
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
の
推
進

等　
　

公
立
学
校
施
設
は
、
地
震
等
の
非
常

災
害
時
に
児
童
生
徒
の
生
命
を
守
り
、

地
域
住
民
の
応
急
避
難
場
所
と
し
て
の

役
割
も
果
た
す
こ
と
か
ら
、
そ
の
安
全

性
の
確
保
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
現
在
、
耐
震
性
が
確
保
さ

れ
て
い
る
建
物
は
全
体
の
約
半
数
で
あ

り
、
他
の
公
共
施
設
と
比
較
し
て
も
、

耐
震
化
へ
の
取
組
が
遅
れ
て
い
る
状
況

に
あ
る
。
子
ど
も
た
ち
の
安
全
を
確
保

し
、
安
心
し
て
学
べ
る
環
境
を
整
備
す

る
た
め
、
公
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
の

推
進
等
を
図
る
と
し
て
い
る
。

４
、
学
校
・
家
庭
・
地
域
等
の
連

携
に
よ
る
「
人
間
力
」
の
向
上　

　

①
放
課
後
子
ど
も
プ
ラ
ン
の
創
設

　

放
課
後
や
週
末
等
に
小
学
校
の
空
き

教
室
等
を
活
用
し
て
、
子
ど
も
た
ち
の

安
全
・
安
心
な
活
動
拠
点
を
設
け
、
そ

の
地
域
の
性
別
・
年
齢
を
問
わ
な
い
多

様
な
方
々
の
参
画
を
得
て
、
様
々
な
体

験
・
交
流
活
動
等
を
推
進
す
る
取
組
を
、

厚
労
省
と
連
携
し
た
総
合
的
な
放
課
後

対
策
と
し
て
実
施
す
る
。

　

さ
ら
に
、
こ
の
取
組
の
中
で
、
家
庭

の
経
済
力
等
に
か
か
わ
ら
ず
、
学
ぶ
意

欲
が
あ
る
子
ど
も
た
ち
の
学
習
機
会
の

充
実
も
併
せ
て
推
進
す
る
。

　

②
地
域
の
教
育
力
の
再
生　

　

地
域
の
教
育
力
の
再
生
を
図
る
た

め
、
地
域
の
課
題
に
関
す
る
学
習
や
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
、
ス
ポ
ー
ツ
及
び
特

色
あ
る
様
々
な
文
化
の
体
験
活
動
な
ど

地
域
に
根
ざ
し
た
多
様
な
活
動
を
通
じ

て
、
安
全
・
安
心
な
地
域
づ
く
り
を
促

進
す
る
。
さ
ら
に
、
学
校
を
核
と
し
た

地
域
再
生
の
在
り
方
に
つ
い
て
の
調
査

研
究
も
推
進
す
る
と
し
て
い
る
。　

文部科学省関係予算

備　　　　　考比較増△減額平成19年度予算額平成18年度予算額区　　　　　分

2.69％増
百万円百万円百万円

一　般　会　計
138,1325,270,5495,132,417

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

百万円百万円百万円

�世界トップレベルの義務教育

の質の保証

○概要：義務教育における機会均等や全国的な教育水準の維持向

上の観点から、すべての児童生徒の学習到達度を把握す

るための全国学力・学習状況調査を実施するとともに、

学力調査の技術基盤の構築に向けた取組や調査結果を活

用した検証改善サイクルの確立を図るための研究等を実

施する。

◆全国学力・学習状況調査の実施【新規】　 6,203百万円

　全国学力・学習状況調査を平成19年度から実施する。

3,6686,5902,922①全国的な学力調査の実施等

1．初等中等教育の充実　－どの子どもにも豊かな教育を－
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備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

◆学力・学習改善プロジェクト【新規】　 387百万円

・学力調査の実施にかかる技術基盤構築等開発事業

　国における学力調査の質的な充実を図るとともに、都道府

県等が実施する学力調査における共通のものさし作りの基盤

形成に向けた調査研究を実施する。

・学力調査の結果に基づく検証改善サイクルの確立に向けた実

践研究

　全国学力・学習状況調査の結果等を活用・分析し、教育委

員会や学校における効果的な取組や課題を明らかにし、改善

につなげる。

〔一部再掲〕

○概要：中央教育審議会教育課程部会の「審議経過報告」におい

て、学習指導要領の見直しに当たって、①言葉や体験を

重視した学習や生活の基礎づくり、②国語力の育成や理

数教育の充実などを重視する必要があるとされている。

また、「基本方針2006」においても学習指導要領改訂、習

熟度別・少人数指導等により教育の質の向上を図ること

とされており、「確かな学力」の育成は喫緊の課題であ

る。このため、世界トップレベルの学力水準を目指し、新

学習指導要領の周知、学力向上アクションプランの推進

など、「確かな学力」の育成に向けて総合的に取り組む。

◆新学習指導要領等の周知

　新学習指導要領等の理解を図るため、各学校段階における各

教科等の学習指導要領解説書等の作成、新教育課程説明会の開

催、オンライン学習指導要領等の作成等を行う。

◆学力向上アクションプランの推進

　確かな学力向上のためのモデル事業等を実施し、その成果等

を全国の学校に普及を図る。

・学力向上拠点形成事業　など

2,23310,2528,019②国語力の育成、理数教育の

充実など総合的な学力向上

策の推進

○概要：小学校における英語活動等国際理解活動について、教材

の開発、拠点校の指定などを行い、その充実を図る。

◆小学校における英語活動等国際理解活動推進プラン【新規】

・教材等の開発

・ALTや地域人材の効果的な活用を含む拠点校を中心とした実

践的取組の推進

・指導者研修の実施

・情報提供体制の整備

6206200③小学校における英語活動等

国際理解活動の推進

○概要：学校・地方自治体の裁量拡大の進展や学校教育の質に対

する保護者・地域住民の関心の高まりに伴い、学校が自

ら改善を図るとともに、説明責任を果たし、設置者等が

必要な支援を行うために、適切な学校評価システムの構

築を図る。

◆学校評価の推進に関する調査研究協力者会議

◆学校の第三者評価の試行拡充

・全国122校　→　164校

◆第三者評価手法等の調査委託研究

・新たな研究テーマ（学校改善支援の在り方、第三者評価機関

の在り方）を追加

◆学校評価推進のための実践研究

・全国61地域　→　62地域

・事例集の作成、ブロック別研究協議会の開催

183763580④学校評価システムの構築



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日５１ 町 村 週 報

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

○概要：優れた資質能力を有する教員の養成・確保を図るため、

教員免許更新制導入に関する調査研究などを実施し、教

員養成・免許制度の改革を推進する。

◆教員養成・免許制度改革推進事業【新規】

・教員免許管理システム導入に向けた調査研究

・教員養成改革モデル事業　 15件

・教員養成・免許制度改革広報事業

◆教員養成課程の質的向上推進事業【新規】

・教員養成課程の実地状況調査・指導等　 30校

・教員課程に係る事後評価機能の導入に係る調査研究　５団体

2202200⑤教員養成・免許制度の改革

など教員の資質能力の向上

�豊かな心の育成

○概要：児童生徒の豊かな人間性や社会性を育むためには、自然

の中での長期宿泊体験をはじめとした様々な体験活動を

行うことや、命を大切にする心、他人を思いやる心、規

範意識等の育成を図ることが極めて重要であることか

ら、引き続き体験活動等について調査研究等を行うとと

もに、特に社会人としての基礎的な資質の養成・強化を

図るため、新たに児童生徒の主体性を重んじた長期宿泊

活動について調査研究を行う。

◆豊かな体験活動推進事業

・体験活動推進地域・推進校　 752校

　（命の大切さを学ばせるための体験活動など）

・地域間交流推進校　 141校

・学校教育における人間力向上のための長期宿泊体験活動推進

プロジェクト【新規】

　～仲間と学ぶ宿泊体験教室～　 47地域　４ヵ所

　　学校教育における児童生徒の主体性を重んじた長期宿泊活

動を推進し、児童生徒の生活や学習における意欲や集団の一

員としての態度等社会人としての基礎的な資質の養成・強化

を図る。

◆道徳教育の充実等

・道徳教育推進事業

・「心のノート」の作成・配布等

・高・中学校「人間としての在り方生き方」教育の実践研究【新規】

・命の大切さを伝える講師派遣事業【新規】

・伝統・文化等教材開発事業【新規】

3221,3711,049①豊かな人間性や社会性をは

ぐくむ長期宿泊型体験活動

等の推進

〔一部再掲〕

○概要：いわゆる「キレる」言動など、子どもの情動や心の発達

上のひずみ等にかかわる問題に対応するため、脳科学等

の成果の教育への応用を促進するよう、研究の振興を図

るとともに、成果の還元システムの構築等に向けた調査

研究を行う。併せて、これまでの研究成果から既に得ら

れた知見等を踏まえ、子どもの生活リズム向上等のため

の施策展開を図る。

◆子どものこころの成長に関する基盤整備事業【新規】

　脳科学等の研究成果の教育への応用を促進するよう、成果の

還元システムの構築等に向けた調査研究を行う。

◆情動とこころの発達に関する研究

　大阪大・浜松医科大（子どものこころの発達研究センター）

における「子どものこころのひずみ」に関する研究、理化学研

究所（脳科学総合研究センター）における情動と社会性の発達

に関する研究を推進。

3473470②いわゆる「キレる」言動な

どの問題への対応の推進



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ５２

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

◆子どもの生活リズム向上のための調査研究【乳幼児期調査研究】

　子どもの生活リズムの向上や、乳幼児期における望ましい愛

着形成のための啓発活動等に取り組む先進地域を指定し、調査

研究を実施。

◆ライフステージに応じた課題別子育て講座

　妊娠・出産期や乳幼児期における子育て講座において、脳科

学等の知見を踏まえた課題別の学習機会を提供。

○概要：不登校、暴力行為、いじめ、児童虐待及び高校中退等の

未然防止、早期発見・早期対応や、教育相談体制の充実

及び自殺予防に向けた取組など、児童生徒への支援の充

実を図る。

◆問題を抱える子ども等の自立支援事業【新規】 指定地域　247地域

◆不登校への対応におけるNPO等の活用に関する実践研究事業

　15団体

◆スクールカウンセラー活用事業補助【拡充】

　配置校　全公立中学校　約１万校　

緊急支援派遣　　　　　　

相談体制（電話相談）の充実

◆子どもと親の相談員等の配置

・子どもと親の相談員の配置　 小学校　910地域

・生徒指導推進協力員の配置　 小学校　210地域

◆児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する調査研究【新規】

2,0646,8864,822③問題を抱える子どもの自立

支援や教育相談体制の充実

�充実した教育を支える環境の

整備

○概要：義務教育費国庫負担制度は、義務教育無償の原則に則り、

教育の機会均等と水準の維持向上を図ることを目的とす

る制度であり、公立の小・中学校（中等教育学校の前期

課程を含む。）及び特別支援学校の小・中学部の教職員の

給与費について都道府県が負担した経費の３分の１を国

が負担するものである。

◆教育課題対応緊急３か年対策の実施【新規】

　今日的な教育課題として特に緊急性の高い特別支援教育及び

食育を推進するため、「教育課題対応緊急３か年対策」を策定

し、平成19年度は331人の定数措置を実施する。

◆人材確保法に基づく教員給与の優遇措置の縮減

・平成19年度予算からの縮減は行わない。

・「教育再生」は安倍内閣の最重要課題であり、現在進行中の教

員の勤務実態調査を踏まえたメリハリある給与体系の見直し

と、人材確保法に基づく優遇分の縮減とを併せて20年度の検

討とする。

△10,4371,665,9121,676,349①優秀な教職員の確保及び教

育課題に対応するための緊

急的な教職員配置

○概要：幼稚園就園奨励費補助の拡充により、保護者負担軽減策

の一層の充実を図るとともに、幼稚園における評価シス

テムの在り方についての検討等を実施する。

◆幼稚園就園奨励費補助【拡充】

・私立幼稚園の減免単価の引き上げ【１％増】

・同時就園条件の緩和拡充【小１→小２】

◆幼稚園における「学校評価ガイドライン」作成事業【新規】

　学校評価システムの構築のため、幼稚園の評価システムの在

り方を検討するとともに、幼児教育の特性を踏まえた評価ガイ

ドラインを作成する。

◆私立幼稚園施設整備費補助

・耐震化や「認定こども園」に対応するための施設整備

28019,57919,299②幼児教育に係る負担の軽減

等幼児教育の振興



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日５３ 町 村 週 報

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

〔一部再掲〕
○概要：子ども一人一人の教育的ニーズを把握し、その持て

る力を高め、生活や学習上の困難を改善または克
服するための適切な指導や必要な支援の充実を図
るとともに、特別支援教育推進のための教職員配
置の充実を図る。

◆特別支援教育体制推進事業
　乳幼児期から就労にいたるまでの一貫した支援体制の
整備を推進するため、各都道府県における体制整備事業
を実施。大学生を活用した学校支援を実施。（委嘱先：47
都道府県）

◆発達障害早期総合支援モデル事業【新規】
　保健、医療、福祉関係機関と連携して発達障害の早期発
見・早期支援に重点をおいた取組を実践的に研究するた
め、モデル地域を指定。（指定先：10地域）

◆高等学校における発達障害支援モデル事業【新規】
　高等学校段階における発達障害への具体的な支援の在
り方について、厚労省の発達障害者支援体制整備事業等
と連携の上、調査研究を行う。（指定先：10校）

◆職業自立を推進するための実践研究事業【新規】
　厚労省と連携・協力し、学校、教育委員会、労働関係機
関、企業等との連携の下、障害のある生徒の就労を支援
し、職業自立を促進するための実践研究を行う。

◆特別支援教育推進のための緊急的な定数措置【新規】
　小・中学校におけるLD・ADHDの児童生徒に対する指
導の充実を図るとともに、特別支援学校におけるセン
ター的機能の充実を図るための緊急的な定数措置を行う。

8541,063209③子ども一人一人のニーズに

応じた特別支援教育の推進

○概要：「IT新改革戦略」等に基づき、学校教育の情報化を
総合的に推進するための調査研究事業等を行う。

◆学校教育情報化推進総合プラン

・先導的教育情報化推進プログラム【新規】　 536百万円

　ICT教育の充実、学校のICT環境の整備、教員のICT指導力

の向上及び校務の情報化の推進について、先導的かつ効果的

な取り組みに関する実践的な調査研究を公募型で実施。

・情報モラル教育のための調査研究【新規】　 37百万円

　教員を対象とした、情報モラル教育の指導事例等を紹介す

るWebサイトの作成等。

△69671740④学校のICT教育の一層の推

進

○概要：外国人児童生徒教育の充実を図るため、不就学の外国人

の子どもに対する就学促進を図るとともに、外国人児童

生徒等の学校への受入体制の整備を図る。また、外国人

児童生徒が学習活動に日本語で参加する力の育成を図る

「JSLカリキュラム」を活用した指導方法の普及・充実を

図る。

◆帰国・外国人児童生徒受入促進事業【新規】　 29地域

・バイリンガル相談員等の活用による関係機関等と連携した就

学支援に関する実践研究

・帰国・外国人児童生徒の学校への受入体制の整備に関する実

践研究

・就学啓発資料の作成・配布

・フォーラムの開催

1981980⑤外国人児童生徒教育の充実



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ５４

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

◆JSLカリキュラム実践支援事業【新規】

　JSLカリキュラムを活用した指導の実践を行い、効果的な実

践事例を全国に発信（21地域）するとともに、教員の指導力向

上を目的としたワークショップ（６ブロック）を開催する。

○概要：昨今の学校を取り巻く状況は多様化しており、子どもや

保護者のニーズも同様に多様化の傾向にあり、これらの

ことに適切に対応するための新しい学校教育の在り方に

ついて検討を行う。

◆新教育システム開発プログラム

　中央教育審議会で提言されたような義務教育改革のアイディ

アを、将来の制度改正も見据え、実際にモデル試行するための

調査研究を実施する。

◆新時代に対応した高等学校教育改革推進事業等【拡充】

　高等学校を取り巻く状況の変化や生徒の多様化の実態を踏ま

え、高等学校教育の質の向上を図るとともに、新たな高等学校

の在り方を検討するための調査研究を実施する。

31,5351,532⑥新しい学校教育の開発研究

○概要：公立学校施設は、地震等の非常災害時に児童生徒の生命

を守るとともに、地域住民の応急避難場所としての役割

も果たすことから、その安全性の確保が不可欠である。

　しかし、現在、耐震性が確保されている建物は全体の

約半数に過ぎず、他の公共施設と比較しても、耐震化へ

の取り組みが遅れている状況である。

　子どもたちの安全を確保し、安心して学べる環境を整

備するため、公立学校施設の耐震化の推進等を図るもの

である。

288104,231103,943(4)公立学校施設の耐震化の推進

等

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

○概要：放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用して、子ど

もたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域

の多様な方々の参画を得て、様々な体験・交流活動等を

推進する取組を、厚生労働省と連携した総合的な放課後

対策として実施する。

　なお、この取組の中で、家庭の経済力等にかかわらず、

学ぶ意欲がある子どもたちの学習機会の充実を図る。

◆放課後子ども教室推進事業【新規】　 10,000カ所

6,8206,8200�放課後子どもプランの創設

○概要：地域の教育力の再生を図るため、地域の課題に関す
る学習やボランティア活動、スポーツ及び特色あ
る様々な文化の体験活動など地域に根ざした多様
な活動を通して、安全・安心な地域づくりを促進す
る。さらに、学校を核とした地域再生の在り方に
ついて調査研究を進める。

◆「学びあい、支えあい」地域活性化推進事業【新規】
◆総合型地域スポーツクラブ育成推進事業
◆地域人材の活用による文化活動支援事業【新規】
◆学校支援を通じた地域の連帯感形成のための特別調査研
究【新規】

6981,7231,025�地域の教育力の再生

2．学校・家庭・地域等の連携による「人間力」の向上－家庭・地域の教育力の向上－



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日５５ 町 村 週 報

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

○概要：親と子どもの豊かな育ちを支援するため、早寝早起きや

朝食をとるなど、子どもの望ましい基本的生活習慣を育

成し、生活リズムを向上させる「早寝早起き朝ごはん」

国民運動の全国展開の推進やすべての親やこれから親と

なる若い世代に対するきめ細かな家庭教育支援など、家

庭の教育力の向上に向けた総合的な施策を推進する。

◆子どもの生活リズム向上プロジェクト【拡充】

・子どもの生活リズム向上のための普及啓発事業の実施（生活

リズム向上指導資料の作成等）

・子どもの生活リズム向上のための調査研究（乳幼児期対応に

ついて拡充） 35地域→70地域

◆家庭教育支援総合推進事業

・子育てサポーターリーダーの育成等【拡充】

・次世代の親となる中・高校生の楽しい子育てふれあい交流事

業【新規】

◆新家庭教育手帳の作成・配布

◆ITを活用した次世代型家庭教育支援手法開発事業

601,4351,375�「早寝早起き朝ごはん」国民

運動の全国展開の推進など家

庭の教育力の向上

�子どもの心身の健やかな発達

を守るための健康教育の推進

○概要：子どもの安全対策が大きな課題となっていることから、

通学路における子どもの安全の確保をはじめ、地域全体

で子どもの安全を見守る環境を整えるための取組や実践

的な安全教育を行う。また、地震や台風等の災害時に、

子どもが自ら安全な行動をとれるようにするため、必要

な知識等を身に付けさせる防災教育を行う。さらに、ス

ポーツ施設の安全管理の徹底を図るなど、「子ども安心

プロジェクト」を推進する。

◆危機管理マニュアルの作成・配布【新規】

◆地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業　 62地域

◆子どもの安全に関する情報の効果的な共有システムに関する調

査研究　 47地域

◆通学路の安全確保のためのスクールバス活用推進事業【新規】

 　47地域

◆防災教育教材の作成・配布【新規】

◆スポーツ施設等安全管理推進事業【新規】

791,9681,889①子ども安心プロジェクトの

充実

○概要：偏食な子どもの食生活の乱れや肥満傾向の増大など健康

への影響が問題となっているため、子どもが望ましい食

習慣などを身に付けることができるよう、栄養教諭を中

核として、学校・家庭・地域が連携した「食育推進プラ

ン」を推進する。

◆栄養教諭の専門性の高度化に関する先導的プログラムの研究開

発【新規】

◆栄養教諭を中核とした学校・家庭・地域の連携による食育推進

事業　 94地域

◆地域に根ざした学校給食推進事業　 47地域

◆学校給食の衛生管理等に関する調査研究【新規】

5451446②食育推進プランの充実



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ５６

政 策

備　　　　　考
比較増

△減額

平成19年度

予　算　額

平成18年度

予　算　額
事　　　　　項

�青少年の健全育成の推進

○概要：青少年が自立への意欲を高め、心と体の相伴った成長を

促進するために、すべての青少年の生活に体験活動を根

づかせ、社会との関係の中で自己実現を図れるよう、自

然体験や社会体験など多様な体験活動の機会を充実する

ための取り組みを推進する。

◆青少年の意欲向上・自立支援事業【拡充】

・自立に支援を要する青少年の体験活動

・自立に支援を要する青少年のための支援者育成に関する調査

研究【新規】

・青少年の意欲を育む体験活動に関する調査研究【新規】

　20か所

・都市と農山漁村の共生・対流に資する青少年の体験活動

◆省庁連携体験活動ネットワーク推進プロジェクト【新規】

・ネットワーク型体験活動モデル事業　 20か所

・ネットワーク型体験活動に関する調査研究　 ５か所

◆問題を抱える青少年のための継続的活動の場づくり事業

△6292298①青少年の意欲を高める体験

活動の推進

○概要：青少年を取り巻く有害情報問題の深刻化を踏まえ、
教育関係団体、青少年団体、メディア関係団体、行
政機関等からなる全国レベルの協議会を設置する
とともに、地域の実情を踏まえた地域レベルでの
コンソーシアムを構築し、より一層の啓発活動等
の充実を図る。

◆メディア安全・安心コンソーシアム等の構築【新規】　
48か所

◆有害情報対策モデル事業の実施

268660②青少年を取り巻く有害環境

対策の推進

○概要：平成14年8月に策定した「子どもの読書活動の推進
に関する基本的な計画」が見直しの時期を迎えるこ
とを踏まえ、子どもが自主的に読書活動を行うこ
とができるような環境の整備を図るため、関係施
策の総合的・計画的な一層の推進を図る。

◆子ども読書応援プロジェクト【新規】
・子ども読書応援団の派遣、読書活動への理解を深める
取組の調査研究　  15か所

・読書フェスティバルの開催、読書ボランティアの養成
　  ４か所

・子どもの読書活動を応援する情報サイトの開設、啓発
用ポスターの配布

◆地域の図書館サービス充実支援事業
・これからの図書館の在り方に関する調査・検討
・地域図書館サービス充実支援事業　  ４か所

◆学校図書館支援センター推進事業【拡充】
　18地域×４か所

◆「読む・調べる」習慣の確立に向けた実践研究事業【新
規】　  10地域

191771580③子どもの読書活動の推進



（第三種郵便物認可） 第２５８７号平成１９年１月２９日５７ 町 村 週 報

政 策

特　集

環 境 省環 境 省
廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

 　

環
境
省
関
係
予
算
は
、
対
前
年
度
比

０
・
４
％
増
の
２
、
２
１
５
億
円
が
計

上
さ
れ
、
こ
の
う
ち
、
廃
棄
物
・
リ
サ

イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算
と
し
て
、
同

６
・
８
％
減
の
９
５
６
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

　
「
も
っ
た
い
な
い
」の
心
を
踏
ま
え
た

３
Ｒ
の
推
進
と
不
法
投
棄
対
策
を
図
る

た
め
、
①
先
進
的
な
循
環
型
社
会
の
形

成
、
②
浄
化
槽
の
普
及
促
進
、
③
不
法

投
棄
対
策
と
適
正
処
理
の
推
進
、
④
漂

流
・
漂
着
ご
み
問
題
へ
の
対
処－

な
ど

を
重
点
施
策
に
位
置
付
け
て
い
る
。

・「
先
進
的
な
循
環
型
社
会
の
形
成
」

　

先
進
的
な
循
環
型
社
会
の
形
成
に
つ

い
て
は
、
①
「
循
環
型
社
会
形
成
推
進

基
本
計
画
」（
平
成　

年
３
月
閣
議
決

１５

定
）
を
見
直
し
、
新
た
な
計
画
を
策
定

す
る
、
②
「
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交

付
金
」
を
活
用
し
、
廃
棄
物
エ
ネ
ル

ギ
ー
利
用
・
バ
イ
オ
マ
ス
利
活
用
の
強

化
等
、
地
域
に
お
け
る
循
環
シ
ス
テ
ム

の
構
築
を
加
速
す
る
、
③
温
暖
化
対
策

と
の
相
乗
効
果
の
視
点
も
踏
ま
え
、
廃

棄
物
処
理
業
者
が
行
う
高
効
率
な
バ
イ

オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
施
設
等
の
整

備
へ
の
支
援
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、

バ
イ
オ
マ
ス
系
廃
棄
物
の
リ
サ
イ
ク

ル
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め
の
研
究

開
発
と
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
構
築
を
進
め

る
、
④
一
般
廃
棄
物
の
処
理
に
関
し
平

環
境
省
関
係
（
廃
棄
物
・

リ
サ
イ
ク
ル
関
係
予
算
）

���

���

成　

年
度
中
に
策
定
す
る
「
廃
棄
物
会

１８
計
基
準
」「
有
料
化
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
等

を
踏
ま
え
、
市
町
村
の
廃
棄
物
処
理
事

業
を
効
率
性
、
３
Ｒ
効
果
、
温
暖
化
防

止
効
果
等
の
観
点
か
ら
評
価
す
る
指
標

の
設
定
等
に
取
り
組
む
、
⑤
食
品
廃
棄

物
等
の
よ
り
円
滑
な
リ
サ
イ
ク
ル
と
発

生
抑
制
の
促
進
等
を
図
る
た
め
の
食
品

リ
サ
イ
ク
ル
法
の
見
直
し
を
行
い
、
広

く
制
度
の
周
知
等
を
進
め
る
と
と
も

に
、
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の
見
直
し

に
係
る
実
態
調
査
を
実
施
。
ま
た
、
建

設
リ
サ
イ
ク
ル
法
に
つ
い
て
は
施
行
状

況
を
調
査
し
、
評
価
・
検
討
を
行
う
、

⑥
容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
改
正
を

受
け
、
レ
ジ
袋
の
削
減
、
ふ
ろ
し
き
や

マ
イ
バ
ッ
グ
の
普
及
展
開
を
始
め
、
容

器
包
装
に
係
る
３
Ｒ
の
推
進
を
図
る
と

と
も
に
、「
容
器
包
装
廃
棄
物
排
出
抑

制
推
進
員
」（
３
Ｒ
推
進
マ
イ
ス
タ
ー
）

の
活
動
促
進
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
整

備
等
を
行
う－

こ
と
と
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
方
針
を
踏
ま
え
、
新
た
な

循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
の
策

定
業
務
経
費
に　

百
万
円
、
廃
棄
物
処

１１

理
施
設
整
備
費
（
公
共
）（
循
環
型
社
会

形
成
推
進
交
付
金
等
）
に
８
４
、
２
６

１
百
万
円
、
廃
棄
物
処
理
施
設
に
お
け

る
温
暖
化
対
策
事
業（
石
油
特
別
会
計
）

に
２
、
１
１
７
百
万
円
、
廃
棄
物
処
理

等
科
学
研
究
費
補
助
金
に
１
、
２
６
１

百
万
円
、
バ
イ
オ
マ
ス
系
廃
棄
物
の
リ

サ
イ
ク
ル
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
た
め

の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
・
モ
デ
ル
シ
ス
テ

ム
化
調
査
に　

百
万
円
、
市
町
村
の
廃

１０

棄
物
処
理
事
業
の
３
Ｒ
化
に
向
け
た
改

革
調
査
費
に　

百
万
円
、
食
品
リ
サ
イ

１５

ク
ル
推
進
事
業
に　

百
万
円
、
家
電
リ

１９

サ
イ
ク
ル
推
進
事
業
費
に　

百
万
円
、

４３

容
器
包
装
に
係
る
３
Ｒ
推
進
事
業
費
に

　

百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

５２・「
浄
化
槽
の
普
及
促
進
」

　

浄
化
槽
の
普
及
促
進
に
つ
い
て
は
、

①
経
済
的
・
効
率
的
な
生
活
排
水
対
策

を
推
進
す
る
た
め
、「
循
環
型
社
会
形

成
推
進
交
付
金
」
や
「
地
域
再
生
基
盤

強
化
交
付
金
」
を
活
用
し
て
浄
化
槽
整

備
を
推
進
。
ま
た
、
公
共
用
水
域
等
の

水
質
を
保
全
す
る
た
め
、
単
独
処
理
浄

化
槽
か
ら
合
併
処
理
浄
化
槽
へ
の
転
換

を
促
進
す
る
対
策
を
一
層
推
進
す
る
、

②
浄
化
槽
に
よ
り
処
理
が
可
能
な
小
規

模
事
業
場
の
業
種
を
調
査
・
検
討
す
る

と
と
も
に
、
事
業
場
ご
と
に
浄
化
槽
の

設
置
や
維
持
管
理
手
法
に
係
る
検
討
を

行
い
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成
す
る－

こ
と
と
し
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交

付
金（
公
共
）（
浄
化
槽
分
）に
１
３
、
２

９
６
百
万
円
、
小
規
模
事
業
場
へ
の
浄

化
槽
技
術
適
用
調
査
（
公
共
）
に
７
百

万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

・「
不
法
投
棄
対
策
と
適
正
処
理
の
推
進
」

　

不
法
投
棄
対
策
と
適
正
処
理
の
推
進

に
つ
い
て
は
、
①
産
業
廃
棄
物
の
適
正

処
理
の
た
め
、
引
き
続
き
、
評
価
基
準

適
合
業
者
に
係
る
情
報
を
公
開
す
る

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
構
築
等
を

通
じ
、
産
業
廃
棄
物
処
理
業
者
の
優
良



町 村 週 報第２５８７号 （第三種郵便物認可） 平成１９年１月２９日 ５８

政 策

平成19年度環境省（廃棄物・リサイクル対策関係）予算表

対前年度比較
増 △ 減 額

平成19年度
予　算　額

平成18年度
予　算　額

事　　　　　項

△ 7,12087,78994,909先進的な循環型社会の形成

11110・新たな循環型社会形成推進基本計画の策定業務経費

△ 7,79084,26192,051・廃棄物処理施設整備費（公共）（循環型社会形成推進交付金等）

6122,1171,505・廃棄物処理施設における温暖化対策事業（石油特別会計）

△ 391,2611,300・廃棄物処理等科学研究に対する補助

10100・バイオマス系廃棄物のリサイクル･エネルギー利用のためのデータベース化･モデルシステム化調査

15150・市町村への廃棄物処理事業の３Ｒ化に向けた改革調査費

19190・食品リサイクル推進事業

43430・家電リサイクル推進事業費

△ 15253・容器包装に係る３Ｒ推進事業費

58217159国際的な３Ｒの推進

20200・物質フロー会計に関するＯＥＣＤワークショップの開催

17120103・３Ｒイニシアティブ国際推進費

43531・アジアにおける資源循環の推進方策に関する戦略的検討

174225・アジア太平洋地域における電気電子機器廃棄物適正管理事業

△ 37613,30313,679浄化槽の普及促進

△ 38313,29613,679・循環型社会形成推進交付金（公共）（浄化槽分）

770・小規模事業場への浄化槽技術適用調査（公共）

12184172不法投棄対策と適正処理の推進

05656・産業廃棄物処理業優良化推進事業費

△ 89098・電子マニフェスト普及促進事業費

10100・石綿含有廃棄物無害化処理技術認定事業費

102818・低濃度ＰＣＢ汚染物の適正処理実証調査事業

1001000その他

1001000・災害廃棄物処理事業費補助金（漂着ごみ処理事業分）

（単位：百万円）

化
を
推
進
す
る
、
②
「
Ｉ
Ｔ
新
改
革
戦

略
」（
平
成　

年
１
月　

日
Ｉ
Ｔ
戦
略
本

１８

１９

部
）
に
お
い
て
「
平
成　

年
度
ま
で
に
、

２２

大
規
模
排
出
事
業
者
に
つ
い
て
交
付
さ

れ
る
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
（
産
業
廃
棄
物
管

理
票
）
の　

％
（
排
出
事
業
者
全
体
に

８０

つ
い
て
は　

％
）
を
電
子
化
で
き
る
よ

５０

う
に
す
る
。」と
の
目
標
が
掲
げ
ら
れ
た

こ
と
を
踏
ま
え
、
利
用
者
の
支
援
体
制

の
強
化
な
ど
一
層
の
普
及
促
進
に
取
り

組
む
、
③
改
正
廃
棄
物
処
理
法
に
基
づ

く
石
綿
廃
棄
物
に
係
る
無
害
化
処
理
認

定
制
度
を
円
滑
に
実
施
す
る
た
め
、
認

定
に
際
し
意
見
を
聴
取
す
る
技
術
専
門

委
員
会
（
仮
称
）
の
設
置
等
を
行
う－

こ
と
と
し
、
廃
棄
物
処
理
業
優
良
化
推

進
事
業
費
に　

百
万
円
、
電
子
マ
ニ

５６

フ
ェ
ス
ト
普
及
促
進
事
業
費
に　

百
万

９０

円
、
石
綿
含
有
廃
棄
物
無
害
化
処
理
技

術
認
定
事
業
費　

百
万
円
な
ど
が
計
上

１０

さ
れ
た
。

・「
漂
流
・
漂
着
ご
み
問
題
へ
の
対
処
」

　

漂
流
・
漂
着
ご
み
問
題
へ
の
対
処
に

つ
い
て
は
、
台
風
等
で
生
じ
た
漂
着
ご

み
を
処
理
す
る
市
町
村
を
支
援
す
る
こ

と
と
し
、
災
害
廃
棄
物
処
理
事
業
費
補

助
金
（
漂
着
ご
み
処
理
事
業
分
）
に
１

０
０
百
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
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特　集

各 協 議 会各 協 議 会
関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要関係省庁予算・施策の概要

平成19年度　関係省庁予算平成19年度　関係省庁予算

【
発
電
協
関
係
】

　

水
力
発
電
関
係
予
算
で
は
、
発
電
所

所
在
地
域
の
活
性
化
や
公
共
用
施
設
整

備
等
を
目
的
と
し
た
電
源
立
地
地
域
対

策
交
付
金
の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周

辺
地
域
交
付
金
相
当
部
分　

億
８
、
３

６６

０
０
万
円
（
４
７
４
市
町
村
分
）
が
確

保
さ
れ
た
。

　

こ
の
ほ
か
関
係
予
算
と
し
て
は
、
国

産
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
有
効
活
用
の
観

点
か
ら
、
中
小
水
力
の
開
発
を
促
進
す

る
た
め
、
中
小
水
力
発
電
開
発
費
補
助

金　

億
８
、
５
０
０
万
円
（
前
年
度
比

３２

　

・
８
％
減
）、
中
小
水
力
開
発
促
進
指

４６導
事
業
費
補
助
金
７
、
６
０
０
万
円

（
同
比
９
・
６
％
減
）
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上

さ
れ
た
。

【
ダ
ム
協
関
係
】

　

国
土
交
通
省
河
川
局
関
係
予
算
で

は
、
新
規
事
業
の
創
設
及
び
拡
充
と
し

て
、
一
級
・
二
級
河
川
に
お
い
て
、
洪

水
氾
濫
が
想
定
さ
れ
る
地
域
の
輪
中
堤

や
二
線
堤
な
ど
の
洪
水
氾
濫
拡
大
防
止

施
設
の
整
備
を
市
町
村
が
実
施
す
る

「
洪
水
氾
濫
域
減
災
対
策
事
業
」、
指
定

区
間
内
の
一
級
・
二
級
河
川
に
お
い
て
、

近
年
に
床
上
浸
水
被
害
が
発
生
し
て
い

る
箇
所
で
、
下
流
の
流
下
能
力
の
範
囲

内
で
の
対
策
を
概
ね
５
年
間
で
実
施
す

る
「
洪
水
流
下
阻
害
部
緊
急
解
消
事

業
」、
指
定
区
間
内
の
一
級
・
二
級
河
川

に
お
い
て
、
供
用
期
間
が
耐
用
年
数
を

超
過
し
、
老
朽
化
が
著
し
い
又
は
施
設

の
機
能
に
著
し
い
障
害
が
生
じ
て
い
る

大
規
模
な
河
川
管
理
施
設
の
改
築
を
実

施
す
る
「
大
規
模
河
川
管
理
施
設
機
能

確
保
事
業
」
の
三
つ
の
事
業
を
新
規
事

業
と
し
て
創
設
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
地
域
防
災
力
を
維
持
す

る
た
め
、
保
全
の
対
象
が
市
町
村
役

場
、
警
察
署
、
消
防
署
な
ど
、
地
域
の

防
災
拠
点
の
み
で
あ
っ
て
も
事
業
採
択

で
き
る
よ
う
、「
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策

事
業
費
補
助
の
採
択
基
準
」
も
拡
充
さ

れ
た
。

　

ま
た
、
同
省
水
資
源
部
で
は
、
地
表

水
と
と
も
に
水
循
環
系
の
重
要
な
構
成

要
素
で
あ
る
地
下
水
に
お
い
て
、
地
盤

沈
下
な
ど
の
地
下
水
障
害
を
防
止
し
つ

つ
、
健
全
な
水
循
環
系
の
構
築
を
図

り
、
持
続
可
能
な
地
下
水
の
保
全
・
利

用
に
向
け
た
取
り
組
み
を
推
進
す
る
。

　

さ
ら
に
、
世
界
的
な
水
問
題
解
決
に

向
け
た
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
特
に
、

本
年　

月
に
大
分
県
で
「
第
１
回
ア
ジ

１２

ア
・
太
平
洋
水
サ
ミ
ッ
ト
」
が
開
催
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
水
問
題
の
解
決
に
向

け
た
国
際
的
な
取
り
組
み
に
対
す
る
我

が
国
の
政
策
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
と

し
て
い
る
。

【
観
光
地
協
関
係
】

　

観
光
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土
交
通

省
で
は
、
観
光
立
国
の
実
現
に
向
け
、

「
ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン
・
キ
ャ
ン
ペ
ー

ン
」
を
引
き
続
き
官
民
一
体
で
実
施
す

る
こ
と
と
し
、　

億
円
（
対
前
年
度
比

３６

１
％
増
）
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
訪
日

外
国
人
旅
行
者
の
受
け
皿
と
な
る
国
内

観
光
地
の
魅
力
の
向
上
を
は
か
る
た

め
、
地
域
の
観
光
振
興
に
取
り
組
む
民

間
団
体
等
に
つ
い
て
補
助
を
行
う
「
観

光
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
事
業
」
を
拡
充
す
る

と
と
も
に
、
観
光
地
域
づ
く
り
を
担
う

人
材
を
地
域
へ
橋
渡
し
す
る
観
光
地
域

プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
事
業
を
創
設
す
る
。

（
４
億
円
（
対
前
年
度
同
額
））

【
半
島
協
関
係
】

　

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
関
係
は
、
半
島
地
域
の
自
立

的
、
自
主
的
発
展
の
有
効
な
支
援
対
策

を
検
討
す
る
た
め
の
半
島
振
興
対
策
費

と
し
て
、　

百
万
円
（
対
前
年
度
比
３

６６

％
減
）
を
計
上
し
た
。
ま
た
、
同
省
で

は
道
路
事
業
と
し
て
、
半
島
循
環
道
路

の
補
助
率
を
引
き
続
き
５
５
／
１
０
０

（
通
常
５
０
／
１
０
０
）
と
し
、
半
島
循

環
道
路
等
の
整
備
を
推
進
す
る
。

　

ま
た
、
半
島
地
域
内
の
税
制
特
例
措

置
に
つ
い
て
、
①
製
造
業
、
旅
館
業
の

設
備
の
新
増
設
の
特
別
償
却
率
（
機
械

等
１
０
／
１
０
０
、
建
物
等
６
／
１
０

０
）
の
２
年
間
延
長
②
対
象
資
産
の
取

得
価
額
要
件
を
２
、
５
０
０
万
円
超
か

ら
２
、
０
０
０
万
円
超
に
引
き
下
げ
る

な
ど
の
措
置
が
さ
れ
た
。
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【
豪
雪
協
関
係
】

　

国
土
交
通
省
に
お
い
て
は
、
平
成　
１８

年
豪
雪
で
明
ら
か
に
な
っ
た
豪
雪
地
帯

に
お
け
る
雪
処
理
の
担
い
手
不
足
、
地

域
防
災
力
の
低
下
等
の
課
題
に
対
応
す

る
た
め
、
豪
雪
地
帯
に
お
け
る
安
全
安

心
な
暮
ら
し
の
確
保
に
資
す
る
施
設
の

整
備
と
克
雪
施
設
を
効
果
的
に
活
用
す

る
地
域
の
克
雪
体
制
整
備
に
対
し
て
支

援
を
行
う
「
安
全
安
心
な
雪
国
創
造
事

業
」
を
創
設
。
こ
れ
に
特
別
豪
雪
地
帯

先
導
的
事
業
導
入
推
進
事
業
を
加
え
、

豪
雪
地
帯
対
策
特
別
事
業
と
し
て
１
２

４
百
万
円
（
対
前
年
度
比
３
・
１
％
減
）

が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
下
水
道
施
設
や
下
水
道
処
理

水
を
活
用
し
た
積
雪
対
策
を
積
極
的
に

推
進
す
る
た
め
、
新
世
代
下
水
道
支
援

事
業
制
度
リ
サ
イ
ク
ル
推
進
事
業
に

「
積
雪
対
策
推
進
型
」
が
創
設
さ
れ
る

（
下
水
道
事
業
費
の
内
数
）。

【
鉱
山
協
関
係
】

　

鉱
山
関
係
予
算
の
う
ち
、
資
源
エ
ネ

ル
ギ
ー
庁
資
源
・
燃
料
部
鉱
物
資
源
課

関
係
予
算
で
は
、
鉱
物
資
源
の
供
給
源

の
拡
大
、
多
様
化
を
図
る
「
副
産
物
用

途
開
発
等
有
効
利
用
調
査
・
開
発
事
業
」

に
、
１
億
１
、
１
１
２
万
円
が
計
上
さ

れ
た
。

　

ま
た
、
国
内
金
属
資
源
素
材
の
リ
サ

イ
ク
ル
促
進
を
図
る
観
点
か
ら
、
主
要

な
レ
ア
メ
タ
ル
に
つ
い
て
、
国
内
外
の

マ
テ
リ
ア
ル
フ
口
ー
や
リ
サ
イ
ク
ル
の

状
況
を
調
査
し
、
リ
サ
イ
ク
ル
の
促
進

を
図
る「
鉱
物
資
源
供
給
対
策
調
査
費
」

に
７
、
０
８
２
万
円
、
大
幅
な
省
エ
ネ

ル
ギ
ー
化
を
図
り
つ
つ
、
廃
小
型
電

子
・
電
気
機
器
等
か
ら
レ
ア
メ
タ
ル
等

の
非
鉄
金
属
を
効
率
的
に
回
収
し
、
再

利
用
す
る
た
め
の
回
収
・
精
錬
技
術
を

開
発
す
る
「
希
少
金
属
等
高
効
率
回
収

シ
ス
テ
ム
の
開
発
」
に
８
、
４
０
５
万

円
が
そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

　

一
方
、
鉱
害
関
連
の
原
子
力
安
全
・

保
安
院
鉱
山
保
安
課
関
係
予
算
で
は
、

「
休
廃
止
鉱
山
鉱
害
防
止
等
工
事
費
補

助
金
」
が　

億
４
、
６
３
１
万
円
確
保

２０

さ
れ
、
内
訳
は
、
義
務
者
不
存
在
分
が

　

億
５
、
８
４
５
万
円
、
義
務
者
存
在

１４分
が
、
５
億
８
、
７
８
６
万
円
と
な
っ

た
。

計市町村計村町都道府県計市町村計村町都道府県計市町村計村町都道府県

271512210岡 山 県1510514富 山 県1803514515130北 海 道

2314909広 島 県1910909石 川 県401030822青 森 県

2213909山 口 県179808福 井 県351322616岩 手 県

24816115徳 島 県8119623725長 野 県361323122宮 城 県

178909香 川 県422121219岐 阜 県25131239秋 田 県

2011909愛 媛 県422319019静 岡 県351322319山 形 県

351124618高 知 県633528226愛 知 県6013471532福 島 県

662838434福 岡 県291415015三 重 県443212210茨 城 県

231013013佐 賀 県261313013滋 賀 県331419019栃 木 県

231310010長 崎 県281414113京 都 府3812261016群 馬 県

481434826熊 本 県43331019大 阪 府714031130埼 玉 県

1814413大 分 県412912012兵 庫 県563620317千 葉 県

31922319宮 崎 県3912271215奈 良 県39261385東 京 都

491732428鹿児島県30921120和歌山県351916115神奈川県

4111301911沖 縄 県19415114鳥 取 県28131569山 梨 県

1,8127811,031195836合　 計21813112島 根 県35201569新 潟 県

都道府県別市町村数 （平成１９年１月２９日現在）


